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々が⽣きる 21世紀の情報化時代における安全保障は、兵器やそれを⽤いる軍から始まるもので
はない。さまざまな⾮伝統的な安全保障問題が、⽇本と⽶国を含む最も古く緊密な同盟関係さ
えも脅かすようになっている。偽情報はこうした問題のひとつであり、⽶国⼤使館からの⽀援

を受けて実施された本論⽂集は、偽情報がもたらす具体的な課題に焦点を当てている。朗報としては、少な
くともこれまでのところ、⽇本が偽情報に対して特別に⾼い困難性を⽰していないことである。しかし、⼩
笠原盛浩教授の論⽂が⽰すように、⽇本には特定の脆弱な層や、特定タイプのニュースを消費する層が存在
する。また、クリストファー・ポール博⼠の調査結果は、⽇本が将来、⽶国との関係を弱体化させようと試
みる敵対勢⼒から、より継続的な攻撃を受ける可能性があることを⽰唆している。私たちパシフィック・フ
ォーラムは、これらの論⽂が政策⽴案者への警鐘となると共に、⽇⽶同盟に限らず、この地域全体における
⽶国と他国の関係性のモデルとなるような、積極的な解決策につながることを願っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

Rob York 

Director of Regional Affairs 

Pacific Forum 
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1 
偽情報の接触、識別、拡散とニュースレパートリー

との関連：2022年参議院議員選挙における分析 

⼩笠原盛浩 
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はじめに 
 
016 年の⽶国⼤統領選挙や英国の EU 離脱国
⺠投票以来、偽情報1は「⺠主主義と公的機
関への信頼を⽀える⾃由で事実に基づいた情

報のやりとりに対する根本的な脅威」2とみなされて
いる。偽情報は、政治家や公的機関を貶め、報道機
関への信頼を毀損し、さらには選挙結果を否定する
ために武器化されてきた。COVID-19 パンデミック
とロシアのウクライナへの侵攻は、情報環境をさら
に悪化させている。実証されていない治療法、反ワ
クチン情報、戦争プロパガンダ、陰謀論など、無数
の捏造された情報がインターネット上に氾濫してい
る3。 
 
偽情報は世界的な問題だが、その内容や影響⼒の⼤
きさは国によって異なっている。たとえば、⽶国政
治では相当数の政治的偽情報が深い不信と懸念を引
き起こしているが4、⽇本の有権者は政治的偽情報に
接触する機会が⽐較的少なく、それほど深刻な問題
とは認識していない5。 
 
偽情報への接触、識別、拡散といった偽情報に関連
する⾏動の国々による差異は、国々のメディア環境
の違いに起因している可能性がある。⽶国のメディ
ア環境と⽐較すると、⽇本のメディア環境は、メデ
ィアの分極化が少なく、ニュースに対する信頼度が
⾼く、視聴者は伝統的メディアのニュースを受動的
に消費し、ニュース情報源としてのソーシャルメデ
ィアの重要性は低く、オンラインでのニュースに関
するやりとりも少ない6。ニュース情報源としてのソ
ーシャルメディアの重要性が低く、オンラインでの
ニュースコミュニケーションが不活発であることは、
結果的に⽇本でソーシャルメディア上の偽情報の拡
散を抑制している可能性がある。 
 
昨今の多様なメディア環境においては、メディア環
境は個⼈レベルで異なっている可能性がある。

 
1 「偽情報」の代わりに 「誤情報／偽情報」の用語を使う場合もある。誤
情報とは、「虚偽だが、その発信者はそれを事実と信じている情報」、偽

情報とは、「虚偽であって、発信者もそれが虚偽であると知っている情

報」である。(Wardle & Derakhshan, 2018)である。誤情報も偽情報も民主
主義への脅威とされるが、その違いは発信者の認知によって定まり、受け

手が誤情報か偽情報かを識別することは困難である。本稿では情報の発信

者ではなく、情報の受け手に着目しているため、「偽情報」という用語を

使用することとする。 
2 “Transparency, communication and trust: The role of public 
communication in responding to the wave of disinformation about the new 
Coronavirus,” OECD, July 3, 2020 
3 “Disinformation and Russia’s war of aggression against Ukraine: Threats 
and governance responses, OECD Policy Responses on the Impacts of the 
War in Ukraine,” OECD Policy Responses on the Impact of the War in 
Ukraine, November 3, 2022.; “Building Trust and Reinforcing Democracy: 
Preparing the Ground for Government Action,” OECD, November 17, 
2022. 

Newmanら7は、特に 35 歳以下の若い世代の間で広
まっているニュース接触を避ける⾏動を「選択的ニ
ュース回避 」と呼び、警鐘を鳴らしている。ニュー
ス回避者は、伝統的ニュースメディアではなくソー
シャルメディアを主なニュース情報源として利⽤し、
断⽚的な情報にアクセスしているため、ニュースを
理解するための⽂脈を⽋いてしまう。したがってニ
ュース回避の習慣は⼈々を偽情報に対して脆弱にす
る可能性がある。⽇本のニュース回避者の割合
（14％）は、ブラジル（54％）、英国（46％）、⽶
国（42％）など多くの国よりも低い⽔準にある。   
 
個々⼈は選択的ニュース回避を含めて多様なニュー
ス消費習慣を持っており、それがニュースに関する
パーソナルなメディア環境を形成している。これら
のパーソナルなメディア環境は、情報への暴露、識
別、拡散といった偽情報関連の⾏動に⼤きく影響し
ていると考えられる。したがって、ある社会で偽情
報の実態を把握し対策を検討するためには、⼈々が
異なるニュース情報源をどのように組み合わせてパ
ーソナルなメディア環境を構成しているか、それら
パーソナルなメディア環境が偽情報関連の⾏動とど
のように関連するかを調べることが必要である。ニ
ュースレパートリー研究は、このようなパーソナル
なメディア環境を「ニュースレパートリー」と名づ
け、調査を⾏ってきた8。ニュースレパートリーのア
プローチは偽情報研究にも適⽤可能である。本研究
は、⽇本におけるニュースレパートリーを明らかに
し、これらのレパートリーと偽情報関連⾏動との関
係を定量的に検証することを⽬的とする。 
 
先⾏研究とリサーチクエスチョン 
 
ニュースレパートリー 
 
ニュースレパートリーは、「ユーザーの全体的なニ
ュース消費パターン」9、または「メディア利⽤者が
多彩なメディアプラットフォームやコンテンツを組

4Brooke Auxier, “64% of Americans say social media have a mostly 
negative effect on the way things are going in the US today,” Pew Research 
Center, October 15, 2020. 
5 Shinichi Yamaguchi, “Complete Guidance of Social Media,” Keiso Shobo 
(Tokyo), 2022, (in Japanese). 
6 Morihiro Ogasahara, “Quantitative Analysis on the Model for Media 
Credibility Formation on the Internet”, Journal of Mass Communication 
Studies, Vol.73, 2008, pp. 113-130. 
7 Nic Newman, Richard Fletcher, Craig T. Robertson, Kirsten Eddy, Rasmus 
K. Nielson “Reuters Institute digital news report 2022,” Reuters Institute for 
the Study of Journalism, 2021.  
8 S. Edgerly, “Red media, blue media, and purple media: News repertoires 
in the colorful media landscape,” Journal of Broadcasting & Electronic Media, 
2015. 
9 Hyunwoo Lee and JungAe Yang, “Political knowledge gaps among news 
consumers with different news media repertoires across multiple 
platforms,” International Journal of Communication, Vol. 8, 2014. 
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み合わせてニュースを利⽤する独⾃のやり⽅」
（Edgerly, 2015）と定義される。多チャンネルテレ
ビ、インターネット、ソーシャルメディアの普及に
伴い、⼈々は⽇々複数のニュース情報源を利⽤する
ようになり、ニュース情報源を組み合わせて利⽤す
る仕⽅も⼈それぞれである。このようなニュース消
費⾏動をとる⼈々に対して、テレビ、新聞、ソーシ
ャルメディアなどのメディア別の調査では、ニュー
スの効果の全体像を把握することは困難である。そ
こで、個別のメディア効果ではなく、全体的なメデ
ィアの利⽤状況を調べるために案出されたのがニュ
ースレパートリーのアプローチであり、ニュースレ
パートリーグループ（特定のニュースレパートリー
を採⽤している利⽤者のグループ）と政治意識・⾏
動との関連を明らかにしてきた。先⾏研究では、
様々な分析⽅法が採⽤され、国によって異なるタイ
プのニュースレパートリーが発⾒されているため、
以下で本研究以前に報告されているレパートリーの
類型を概観する。 
 
Lee & Yang 10は、⾮階層的クラスター分析（ k-
means 法）により、韓国における 3 つのニュースレ
パートリーグループ（ニュース回避者、新興ニュー
ス追及者、伝統的ニュース追求者）を発⾒した。伝
統的メディアを通じてニュースに接することが多い
伝統的ニュース追及者は、インターネットや SNSで
ニュースに接する新興ニュース追及者や、どのニュ
ースメディアを通してもニュースに接することが少
ないニュース回避者よりも、政治的知識が豊富であ
った。  
 
Edgerly11は，主成分分析と⾮階層的クラスター分析
（k-means法）を⽤いて，⽶国における 21 種類のニ
ュース接触⾏動から 6 種類のニュースレパートリー
（ニュース回避者，オンラインのみ，テレビ＋印刷，
リベラル＋オンライン，保守のみ，雑⾷性）を析出
した。  市⺠活動への参加度は、メディアの種類や
政治的傾向に関係なくニュースに接する雑⾷性の回
答者が最も⾼く、メディアの種類や政治的傾向に関
係なくニュースに接しないニュース回避者では最も
低かった。 
 

 
10 Lee and Yang, 2014. 
11 Edgerly, 2015. 
12 Gadi Wolfsfeld, Moran Yarchi, Tal Samuel-Azran, “Political information 
repertoires and political participation,” New media & society, 18(9), 2016, pp. 
2096-2115. 
13 Laia Castro, Jesper Strömbäck, F Esser,et al, “Navigating high-choice 
European political information environments: A comparative analysis of 
news user profiles and political knowledge,” The International Journal of 
Press/Politics,Vol. 27, Iss. 4, May 11, 2021, pp. 1-33. 

Wolfsfeldら12は、イスラエルにおける11 種類のニュ
ース接触を「伝統的メディアによる政治的接触」 と 
「ソーシャルメディアによる政治的接触 」の 2 変数
に統合し、それらを⽤いて調査回答者を 4 グループ
（ニュース回避者、伝統主義者、ソーシャル派、折
衷派）に分類した。４グループのうち政治参加と正
の関連があったのは折衷派だけであった。 
 
Castroら13は、ヨーロッパ 17 カ国の⽐較研究を⾏い、
潜在クラス分析を⽤いて 14 種類のニュース情報源利
⽤から 5 グループのニュースレパートリー（ニュー
スミニマリスト、ソーシャルメディアニュース利⽤
者、伝統主義者、オンラインニュース追及者、ニュ
ースのハイパーコンシューマー）を析出した。伝統
主義者とネットニュース利⽤者は政治的知識と正の
関連があり、ニュースのハイパーコンシューマーと
伝統主義者はメディア信頼度が⾼く、ネットニュー
ス利⽤者は低かった。 
 
⼩笠原14は 2015年から 2016年にかけて、⽶国成⼈を
対象にした調査で 9 種類のニュース情報源の利⽤状
況を⽤いて⾮階層的クラスター分析（k-means 法）
を⾏い、Castro ら15と同じ 5 グループのニュースレ
パートリー類型を析出した。ニュースのハイパーコ
ンシューマーはニュースミニマリストと⽐較して⾼
学歴、⾼収⼊であり、政治的関⼼が⾼かった。 
 
ニュースレパートリーアプローチで⽇本の偽情報の
状況を理解するためには、まずニュースレパートリ
ーの類型を把握し、続いてニュースレパートリーと
以下で説明する接触、識別、拡散といった偽情報関
連の⾏動、⾏動と関連する要素の関係を検証する必
要がある。 
 

RQ1.⽇本におけるニュースレパートリーの類型
は何か。 

 
偽情報関連の⾏動と⾏動に関連する要素 
 
偽情報が⺠主主義への脅威と認識されて以来、偽情
報に関する多数の研究が偽情報への接触、識別、拡
散などの偽情報関連の⾏動に影響を与える要素につ
いて知⾒を蓄積してきた16 17。  

14 Morihiro Ogasahara, “Can a “virtuous cycle” between news media and 
political participation be established in the mobile social media 
environment?,” Tomita, H., (Ed) Second Offline, 2022, pp. 359-380. (in 
Japanese). 
15 Castro et al, 2021. 
16 Hunt Allcott & Matthew Gentzkow, “Social media and fake news in the 
2016 election,” Journal of economic perspectives, Vol. 31(2), 2017, pp. 211-236. 
17 Gordon Pennycook & David G. Rand, (2019) “Lazy, not biased: 
Susceptibility to partisan fake news is better explained by lack of reasoning 
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Allcott and Gentzkow18は、彼らが収集したフェイク
ニュースデータベースの偽ニュース記事が Facebook
上で 3800 万回共有され、平均的な⽶国の成⼈はデー
タベースの偽ニュース記事を 2016年の選挙中の 3 カ
⽉間に 1.14 回⾒たと推定している。偽情報はソーシ
ャルメディア上で最もよく⾒られるため、ソーシャ
ルメディアを頻繁に利⽤する⼈は、偽情報に接触す
る頻度も⾼くなると考えられる。ピュー研究所は、
政治的なニュースを得る⼿段としてソーシャルメデ
ィアを最もよく使う⽶国の成⼈は、政治や COVID-
19 の偽情報に触れる可能性が⾼く、そればかりか政
治や COVID-19 のニュースへの関⼼が低く、時事や
政治に関する知識も少ないと報告している19。 
 

H1.政治的関⼼は、偽情報への接触と負の関連
がある。 
 
H2.政治的知識は、偽情報への接触と負の関連
がある。 

 
が偽情報を信じる認知的メカニズムについて、認知
科学研究は「古典的推論」20による説明と動機づけ
られた推論(Kunda, 1990) 21による説明の⼆つを検討
してきた22。これらの説明は、⼈間の認知は⾃律的
で直感的な過程（システム 1）と熟慮的で分析的な
過程（システム 2）に区別することができるという
認知の⼆重過程理論と関連している23。古典的推論
では、個⼈が意思決定や判断を⾏う際には、主にシ
ステム 1 に関連する論理的・合理的なプロセスに依
存するとみなす。結果、⼈々はニュースを注意深く
評価することで、偽情報を⾒分けることができると
考えられる。動機づけられた推論によれば、個⼈の
意思決定プロセスは、欲求、感情、⽬標によって形
成され、既存の信念、価値観、態度に沿った情報を
受け⼊れ、意思決定を⾏うようになる。結果、シス
テム 2 でのイデオロギーにもとづいた熟慮は、⼈々
に偽情報を信じるように仕向ける可能性がある。

 
than by motivated reasoning,” Cognition, Vol. 188, September 15, 2017, pp. 
39-50. 
18 Allcott and Gentzkow, 2017. 
19 Amy Mitchell, Mark Jurkowitz, Baxter Oliphant, Elisa Shearer, 
“Americans Who Mainly Get Their News on Social Media Are Less 
Engaged, Less Knowledgeable,” Pew Research Center, July 30, 2020. 
20 Amos Tversky, Daniel Kahneman, “Judgment under Uncertainty: 
Heuristics and Biases: Biases in judgments reveal some heuristics of 
thinking under uncertainty,” Science, Vol. 185 (4157), September 27th, 1974, 
pp. 1124-1131. 
21 Ziva Kunda, “The case for motivated reasoning,” Psychological Bulletin, 
Vol. 108(3), 1990, pp. 480-498. 
22 Pennycook & Rand, 2019. 
23 Daniel Kahneman, “Thinking, fast and slow,” Macmillan, 2011. 
24 Gordon Pennycook, David G. Rand, “The psychology of fake news,” 
Trends in Cognitive Sciences, Vol. 25 (5), 2021, pp. 388-402. 
25 Carl I. Hovland, Irving L. Janis, Harold H. Kelley, “Communication and 
Persuasion,” Yale University Press, 1953. 

Pennycook and Rand（2019）による⼼理実験では、
CRT（認知反応テスト）の得点が⾼く、分析的思考
が優れている参加者は、偽情報をより正確に識別し
ており、古典的推論による説明を裏付けていた。⼈
がニュースを真実か虚偽かを熟考する際は、事前知
識が判断の質に影響するため、政治的知識が偽情報
の識別のために重要である可能性がある24。 
 

H3.政治的知識は、偽情報の識別と正の関連が
ある。 

 
情報源の信憑性(credibility)研究は、情報源の信憑性
が⾼いほど、⼈々がその情報源の情報を真実である
と認識する可能性が⾼いことを⽰している25。情報
源の信憑性は、テレビニュースのキャスターなどの
ソース（source）の信憑性と、テレビ、新聞、ソー
シャルメディアなどのメディアの信憑性に分けられ
る 26。メディア信憑性は、情報源の信頼性
（believability）を中⼼に、正確性や客観性など複
数の下位尺度からなる多次元的な概念と⾒なされて
いる27 28 29 30 。  Majerczak and Strzelecki（2022）は
オンライン調査結果から、ソーシャルメディアのメ
ディア信憑性が低い⼈々は、情報の検証を⾏う可能
性が⾼くなることを⾒出した。⾔い換えると、ある
メディアへのメディア信憑性が⾼い⼈は、そのメデ
ィア上で情報を検証する可能性が低くなると考えら
れる。 
 

H4.ソーシャルメディアのメディア信憑性は、
偽情報の識別と負の関連がある。 

 
Vosoughiら31は、Twitter上の偽情報データを⼤規模
に収集し、「偽情報は真実よりも有意に遠く、速く、
深く、広く拡散する」ことを⾒出した。彼らはその
理由を虚偽のニュースは真実のニュースよりも新奇
だと認識されやすく、新奇な情報はリツイートされ
やすいからだと説明している。ただし偽情報を共有

26 John Newhagen,, & C. Nass, “Differential criteria for evaluating 
credibility of newspapers and TV news,” Journalism Quarterly, Vol. 66(2), 
1989, pp. 277-284. 
27 A.J. Flanagin, M.J. Metzger, “Perceptions of Internet Information 
Credibility,” Journalism & Mass Communication Quarterly 77(3), 2000, pp. 
515–540. 
28 Spiro Kiousis, “Public trust or mistrust? Perceptions of media credibility 
in the information age,” Mass Communication & Society, Vol. 4(4), Nov. 17, 
2009, pp. 381-403. 
29 Thomas J. Johnson, Barbara K. Kaye, “Wag the blog: How reliance on 
traditional media and the Internet influence credibility perceptions of 
weblogs among blog users,” Journalism & Mass Communication Quarterly, 
Vol. 81(3), 2004, pp. 622-642. 
30 Przemyslaw Majerczak, Artur Strzelecki, “Trust, Media Credibility, 
Social Ties, and the Intention to Share towards Information Verification in 
an Age of Fake News,” Behavioral Sciences, Vol. 12(2), February 16, 2022, p. 
51. 
31 Soroush Vosoughi, Deb Roy, Sinan Aral, “The spread of true and false 
news online,” Science, Vol. 359(6380), March 9, 2018, pp. 1146-1151. 
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していることは、必ずしも⼈が偽情報に騙されそれ
を事実と信じていることを意味しない。Pennycook
ら32が⾏った⼼理実験では、参加者に虚偽と事実の
両⽅のニュースの⾒出しを提⽰し、それぞれの⾒出
しの正確さを評価するよう求めた。参加者は事実の
⾒出しを虚偽の⾒出しよりも有意に⾼く評価した。
しかし、その⾒出しを共有するかどうか尋ねた場合
は、⾒出しの真実性は共有の意図にほとんど影響を
与えなかった。分析的思考の⽋如が、⼈々を真実よ
り新奇性のある偽情報を共有するように促しており、
メディア信憑性がそれを悪化させる可能性があると
考えられる。 
 

H5.ソーシャルメディアのメディア信憑性は、
偽情報の拡散と正の関連がある。 

 
偽情報とその関連要素に関する上記の知⾒を考慮し、
リサーチクエスチョンを以下のとおり設定する。 
 

RQ2.ニュースレパートリーは、政治的関⼼、政
治的知識、ソーシャルメディアのメディア信憑
性とどのように関連しているか？ 
 
RQ3.ニュースレパートリーは、偽情報への接触、
識別、拡散とどのように関連しているか？ 

 
⽅法 
 
データ 
 
2022年参議院選挙直後の 7 ⽉ 10⽇から 7 ⽉ 31⽇に
かけて、オンラインアンケート調査を実施した。調
査対象は、2021年 10 ⽉ 31⽇〜11 ⽉ 2⽇に実施した
2021年衆院選調査の回答者であり、2021年調査時点
で 18 歳〜79 歳の男⼥ 2,400⼈である。10 代と 70 代
では男⼥ 100 名ずつ、20 代から 60 代の 10 歳きざみ
では男⼥ 200 名ずつを調査対象者として割り当てた。
⼀般にパネル調査は回答者の脱落率が⾼いため、本
調査では⽬標回答率を 60％とし、性別・年代別の各
セルで⽬標回答率に達した時点で回答の受付を停⽌
した。本調査の最終的な有効回答数は 1,252 件、回
答率は 51.7％であった。男⼥別の回答率の差は⼩さ
く（男性：51.0%、⼥性：53.3%）、若年層（10 代：
14.0%、20 代：41.3%）では回答率が低く、30 代か
ら 70 代では 54.8%から 60.0%の回答率であった。 
 
 
 

 
32 Gordon Pennycook, Ziv Epstein, Mohsen Mosleh, Antonio A.Arechar, 
Dean Eckles, David G. Rand,  “Shifting attention to accuracy can reduce 

尺度 
 
従属変数 
 
偽情報関連⾏動 
 
偽情報への接触、識別、拡散の偽情報関連の⾏動は、
ファクトチェックされたニュースコンテンツを⽤い
て測定された。FIJ（Fact Check Initiative）が 2022
年 4 ⽉から 7 ⽉にかけて発表したファクトチェック
ニュースの⼀覧から、報道機関が虚偽と判定したニ
ュース 5 件、真実と判定したニュース 1 件が抽出さ
れた（表 1）。回答者には 6 件のニュースをそれぞ
れ⾒たことがあるかどうか尋ねられた。回答者は
「⾒たことがある」と答えた。ファクトチェックで
虚偽と判定されたニュースを 1 つでも⽬にしたこと
がある回答者の割合（偽情報への露出率）は 28.7％、
偽ニュース接触者の平均偽ニュース接触数は平均
1.46 項⽬（SD：0.82）であった。この偽ニュース接
触数を偽情報への接触数と定義した。 
 
次に、回答者が⾒た各ニュース項⽬について、「事
実だと思った」「どちらかといえば事実だと思った」
「事実だともうそだとも⾔えないと思った」「どち
らかといえばうそだと思った」「うそだと思った」
の 5 件法または「事実かうそかを気にしなかった」
から回答させた。「気にしなかった」を選んだ回答
者は分析から除外した。各ニュースの偽情報識別ス
コアは、回答がファクトチェックの判定と⼀致した
場合（「事実」と判定されたニュースに対して「事
実だと思った」または「やや事実だと思った」と回
答、またはその逆）、2 点としてカウントした。⼀
⽅、回答がファクトチェックの判定と⼀致しない場
合は 0 点、「事実ともうそとも⾔えないと思った」
の回答 1 点とした。各回答者の偽情報識別スコアは、
その回答者が接したすべてのニュース項⽬に対する
偽情報識別スコアの平均値として算出した。⾔い換
えると、回答者の偽情報識別スコアは、正しい情報
識別の期待値である。 
 
回答者は最後に偽情報の発信について、ニュース項
⽬ごとに「情報に接した後、そのニュースに関する
情報を共有したり、他の⼈と話したりしましたか？」
と尋ねられた。ファクトチェックで「虚偽」と判定
されたニュース項⽬に対して「友⼈・家族と会話し
た」「ソーシャルメディア上で拡散（リツイート・
シェア）した」と回答した場合は、偽情報の拡散と

misinformation online,” Nature, Vol. 592(7855), March 17, 2021, pp. 590-
595. 
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みなした。偽情報接触数を分⺟、偽情報拡散件数を
分⼦として、各回答者の偽情報拡散確率を算出した。 

 
独⽴変数 
 
ニュースレパートリー 
 
Lee & Yang33や Edgerly34の⽅法に倣って、ニュース
レパートリーグループを分類するために 19 種類のニ
ュース情報源利⽤頻度を⾮階層クラスター分析に投
⼊した。調査回答者は、本調査におけるニュースの
定義「社会の多くの⼈々が関⼼を持つ新しい情報で
あれば、テレビニュースや新聞記事に限らず、ソー
シャルメディアの投稿やYouTubeの動画なども『ニ
ュース』と呼びます」を読んだ後、19 のニュース情
報源の利⽤頻度を 6件法で回答した（1：1⽇に数回
程度、2：1⽇に 1 回程度、3：週に数回程度、4：⽉
に数回程度）。ニュース情報源の内訳は、伝統的メ
ディア 5 つ（テレビニュース、テレビワイドショー、
新聞記事、雑誌記事、ラジオニュース）、伝統的メ
ディアのニュースサイト 3 つ（テレビ局のサイト、
新聞社、雑誌社）、ニュースアグリゲーター3 つ
（Yahoo！ニュース、LINE ニュース、LINE ニュー
ス以外のニュースアプリ）、ソーシャルメディア 3
つ（Facebook、Twitter、Instagram）、UGC：ユー
ザー⽣成コンテンツなどのオンラインニュース情報
源 3 つ（YouTubeなどの動画共有サイト、ブログ、
まとめサイト35）、そしてパーソナルなニュース情
報源 2 つ（友⼈や同僚、家族）である。ニュース情
報源の利⽤頻度の回答は、⽉間利⽤頻度に換算した
（例：1⽇に数回＝75 回、1⽇に 1 回＝30 回）。 
 
メディア信憑性 
 
メディアの信憑性は、Flanagin and Metzger 36 , 
Kiousis 37, Johnson & Kaye38を参考に、信⽤性、客観
性、事実性 を下位尺度に⽤いて測定された。回答者

 
33 Lee & Yang, 2014. 
34 Edgerly, 2015. 
35 「まとめサイト」とは、（匿名掲示板の「4-chan」を含め）特定のトピ
ックに関する情報やリンクをまとめた UGC（User Generated Content）サ
イトである。 

は 16 種類のニュース情報源について、各下位尺度を
評価するよう指⽰された。設問内容は、「あなたは、
テレビニュース・新聞記事・ソーシャルメディアな
どで⾒たり聞いたりするニュースの内容は、どの程
度信⽤できる／客観的だ／事実だと思いますか？ 
『すべて信⽤できない/客観的でない/事実でない 』
を 0 割、『すべて信⽤できる/客観的である/事実で
ある』を 10 割として、11 段階でお答えください」
である。各ニュース情報源のメディア信憑性得点は、
信⽤性、客観性、事実性に対する評価の平均値とし
て算出された。各ニュース情報源のメディア信憑性
得点のクロンバックのα係数は 0.82 から 0.90であっ
た。 
 
続いて 16のメディア信憑性得点を投⼊して因⼦分析
（最尤法、プロマックス回転）を⾏った（表 2）。
第 1 因⼦は伝統的メディアとそのウェブサイトの信
憑性、第 2因⼦はソーシャルメディア、UGC（User 
Generated Content）、パーソナルなニュース情報源
の信憑性であり、前者を「伝統的メディア信憑性因
⼦」、後者を 「ソーシャルニュース信憑性因⼦」と
名づけた。伝統的メディア信憑性因⼦とソーシャル
ニュース信憑性因⼦への因⼦負荷が⾼い各 7 つのニ
ュース情報源項⽬のメディア信憑性得点の平均値を
算出し、伝統的メディア信憑性得点とソーシャルニ
ュース信憑性得点とした。クロンバックの α はそれ
ぞれ 0.98と 0.95である。本研究では、ソーシャルニ
ュース信憑性をソーシャルメディアへの信憑性と同
じ意味で扱う。 
 

36 Andrew J. Flanagin, Miriam J. Metzger, “Perceptions of Internet 
Information Credibility,” Journalism & Mass Communication Quarterly, Vol. 
77(3), 2000, pp. 515–540. 
37 Kiousis, 2001. 
38 Johnson & Kaye, 2004. 

表 1. 調査で使用した虚偽／事実のニュース項目
と接触率 
 

表 2.メディア信憑性得点の因⼦分析（最尤法、プロ
マックス回転） 
注：Yahoo！ニュース、LINE ニュースの項目は、

両因子とも負荷量が 0.3 以上であったため、分析か
ら除外した。 
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政治的関⼼ 
 
政治的関⼼は、回答者に「私は政治に関⼼がある」
という⽂にどの程度同意するかを、5 件法（⾮常に
そう思う、ややそう思う、どちらともいえない、や
やそう思う、まったくそう思わない）で回答させて
測定した。  
 
政治的知識 
 
P政治的知識は、先⾏研究（Delli Carpini & Keeter39; 
Lee & Yang40など）でよく⽤いられている⼿法に従
い、現在の社会問題の理解に関する質問を⽤いて測
定した。回答者は社会問題に関する 7 つの質問
（例：⽶国実業家のイーロン・マスク⽒が買収を進
めている SNS はどれですか）について、4 つの選択
肢（例：Facebook、Instagram、TikTok、Twitter）
から正しい回答を選ぶよう求められた(表 3)。正しい
回答（Twitter）は 1点、誤った回答は 0点とカウン
トし、7 項⽬の合計点を政治知識得点とした。クロ
ンバックの αは 0.53である。 

 
デモグラフィック属性 
 
調査に用いた人口統計変数は、性別、年齢、学歴

（5 件法：中学校、高校、短大・高専、大学、大学

院）、世帯年収（200 万円未満〜2000 万円以上の 8
件法）である。学歴は教育年数に換算（中学＝9 年、

高校＝12 年、短大・高専＝14 年、大学＝18 年、大

学院＝20 年）した。世帯年収は、「200 万円未満」

＝100、「200 万円以上 400 万円未満」＝300 のよう

に数値化した後、対数変換した。 
 
結果 
 
⽇本におけるニュースレパートリー 
 
Lee & Yang41、Edgerly42と同じ⼿法で、類似データ
を指定した数のクラスターに分類する統計分析⼿法

 
39 Michael X. Delli Carpini, Scott Keeter, “What Americans Know about 
Politics and Why it Matters,” Yale University Press, Sept. 23, 1997. 
40 Lee & Yang, 2014. 
41 Lee & Yang, 2014. 

である⾮階層的クラスター分析（K-means 法）を実
施した。19 種類のニュース情報源の利⽤頻度を投⼊
し、クラスター数を 2〜8 まで変えて分析した結果、
最も解釈しやすい結果が得られたクラスター数は 5
であった。 表 4はニュースレパートリーグループご
とのニュース情報源利⽤頻度を⽰したものである。
ニュースレパートリーグループの数や各グループの
特徴は Castro ら43や⼩笠原44の知⾒とほぼ⼀致して
いたため、本分析でも Castroらのニュースレパート
リーと同じ名称を使⽤した。  

 
第⼀クラスター（n=246、回答者の 19.6％）は、ソ
ー シ ャ ル メ デ ィ ア （ Facebook 、 Twitter 、
Instagram）、YouTube、友⼈との会話を通じてニ
ュースに触れる頻度が⾼い。これらの回答者は、
Castro ら45の「ソーシャルメディアニュース利⽤者」
とみなされる。2 番⽬のクラスター（n=404、32.3％）
は、5 つのニュースレパートリーグループの中で最
⼤のグループであり、すべてのニュース情報源の利
⽤頻度が他のグループより有意に低い「ニュースミ
ニマリスト」である。第 3 のクラスター（n=368、
29.4％）は、テレビニュースやヤフーニュースなど
の伝統的なメディアの利⽤頻度が他より⾼く、ソー
シャルメディアや UGC の利⽤頻度が低いクラスタ
ーであり、「伝統主義者」グループと分類された。
第 4 のクラスター（n=130、10.4%）は、テレビ局・
新聞社のニュースサイト、オンラインニュースサイ
ト、インターネット上のニュースアグリゲーターの
利⽤頻度が他のグループより⾼い「オンラインニュ

42 Edgerly, 2015. 
43 Castro, et al, 2021. 
44 Ogasahara, 2022. 
45 Castro, et al, 2021. 

表 3．政治的知識を測定する質問 
 

表 4.ニュース情報源利⽤頻度の⼀元配置分散分析
（ニュースレパートリーグループ別） 
注太字（斜体）の数値は、5％⽔準で他のグループよ
り統計的に有意に⾼い（または低い）。 
セル内の a〜dの符号は、Tukeyの多重範囲検定によ
り、同符号間で 5%⽔準の有意差がないことを⽰す 
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ース追求者」である。最後のクラスター（n=104、
8.3%）は、ほとんどのニュース情報源を他のグルー
プよりも有意に頻繁に利⽤する「ニュースのハイパ
ーコンシューマー」である。 
 
各ニュースレパートリーグループの特徴 
 
表 5 は、デモグラフィック属性、政治的関⼼、政治
的知識、メディア信憑性を、カイ⼆乗検定（性別）
と⼀元配置分散分析（その他の変数）を⽤いて、ニ
ュースレパートリーグループ間で⽐較したものであ
る。ソーシャルニュース利⽤者は、他のニュースレ
パートリーグループに⽐べて統計的に有意に若く、
⾼学歴である。伝統主義者はより⾼齢で伝統的メデ
ィアにより信頼を置いている。 ニュースのハイパー
コンシューマーは男性、⾼齢で、政治的関⼼が⾼く、
政治的知識が豊富である可能性が⾼い。オンライン
ニュース追求者は男性で⾼学歴である可能性が⾼
く、ニュースミニマリストは⼥性で低学歴、政治的
関⼼が低く、政治的知識にも乏しい可能性が⾼い。 

 

ニュースレパートリーと偽情報に関する要素 
 
ニュースレパートリーと偽情報に関する要素との関
係を調べるために、政治的関⼼、政治的知識、伝統
的メディア信憑性、ソーシャルニュース信憑性を予
測する最⼩⼆乗法回帰分析が⾏われた（表 6）。独
⽴変数は、デモグラフィック変数とニュースレパー
トリーグループのダミー変数（ソーシャルニュース
利⽤者、伝統主義者、オンラインニュース追求者、
ニュースのハイパーコンシューマー。ニュースミニ
マリストは基準カテゴリー）であった。 
 
ニュースのハイパーコンシューマーは、政治的関⼼、
政治的知識、伝統的メディア信憑性、ソーシャルニ

ュース信憑性の⽔準が、ニュースニマリストより有
意に⾼かった。伝統主義者はニュースミニマリスト
に⽐べて伝統的メディアとソーシャルニュースの信
憑性が⾼く、政治的関⼼と政治的知識では有意な差
がなかった。⼀⽅、オンラインニュース追求者はニ
ュースミニマリストに⽐べて政治的関⼼と政治的知
識のレベルが⾼く、伝統的メディアとソーシャルニ
ュースの信憑性では有意差がなかった。ソーシャル
ニュース利⽤者は、ソーシャルニュース信憑性のみ、
ニュースミニマリストより⾼い⽔準であった。 

 
ニュースレパートリーと偽情報関連の⾏動 
 
ニュースレパートリーと偽情報の関係を調べるため
に、偽情報への接触回数、偽情報識別得点、偽情報
拡散確率を予測する最⼩⼆乗法回帰分析を⾏った
（表 7）。独⽴変数は、デモグラフィック属性、ニ
ュースレパートリーグループのダミー変数（ニュー
スミニマリストは参照カテゴリー）、政治的関⼼、
政治的知識、伝統的メディア信憑性、ソーシャルニ
ュース信憑性である。 
 
偽情報への接触回数は、伝統主義者を除く全てのニ
ュースレパートリーグループと正の関連があった。
仮説 1 とは反対に政治的関⼼は偽情報への接触と正
の関連があり、仮説 2 と異なり政治的関⼼は有意な
関連がなかった。ソーシャルニュース信憑性は 10%
⽔準で負の関連があった。  
 
偽情報の識別は、全てのニュースレパートリーグル
ープとの間で有意な関連が⾒られなかった。政治的
知識は偽情報の識別と正の関連があり、仮説 3 が⽀
持された。ソーシャルニュース信憑性は有意な関連
を⽰さず、仮説 4は⽀持されなかった。 
 
偽情報拡散確率は、10%⽔準で伝統主義者と正の関
連があった。ソーシャルニュース信憑性との間には
正の関連があり、仮説 5が⽀持された。 

表 5.ニュースレパートリーグループ別のデモグラフ
ィック属性、政治的関⼼、政治的知識、メディアの
信憑性の⽐較 注太字（斜体）の数値は、5％⽔準で
他のグループより統計的に有意に⾼い（または低
い）。セル内の a〜dの符号は、Tukeyの多重範囲検
定により、同符号間で 5％⽔準の有意差がないこと
を⽰す。世帯収⼊の⾏の数値は平均世帯収⼊、符号
は対数変換した値を⽤いた Tukeyの多重範囲検定の
結果である。 
 

表 6.政治的関⼼、政治的知識、メディアの信頼性を
予測する最⼩⼆乗法回帰分析 
注  ニュースミニマリストは基準カテゴリー。† p 
< .10.*p < .05.**p < .01.***p < .001.すべての VIFは 2.0
未満である。 
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表 7 の偽情報の接触回数と偽情報拡散確率の分析は
偽情報の場合のみを対象としているため、事実の情
報の場合との違いを調べるために⼆項ロジスティッ
ク回帰分析を⾏った（表 8）。従属変数は事実の情
報（表 1 の項⽬ 5）への接触と拡散の有無、独⽴変
数は表 7と同じである。  
 
表 7 の結果とは対照的に、事実の情報への接触は伝
統主義者と正の関連があり、ニュースのハイパーコ
ンシューマー、伝統的メディア信憑性とは有意な関
連がなかった。事実の情報への接触と政治的関⼼、
オンラインニュース追求者、ソーシャルニュース利
⽤者との正の関連は、表 7と同様であった。  事実の
情報の拡散は、伝統主義者、ソーシャルニュースの
信頼性と正の関連があり、表 7と同様であった。 

 
 

 
46Castro, et al, 2021. 
47Ogasahara, 2022. 
48 Tony Rimmer, David Weaver, “Different questions, different answers? 
Media use and media credibility,” Journalism Quarterly, Vol. 64(1), March 
1987, pp. 28-44. 

考察 
 
⽇本におけるニュースレパートリー 
 
本論⽂では、ニュース レパートリーがどのように分
類され、ニュース レパートリーがどのように偽情報
への接触、識別、拡散と関連しているかを定量的に
分析した。2022 年参議院議員選挙調査データを分析
した結果、⽇本の有権者のニュースレパートリーは、
伝統主義者、ニュースのハイパーコンシューマー、
オンラインニュース追求者、ニュースミニマリスト、
ソーシャルメディアニュース利⽤者に分類できるこ
とがわかった（RQ1）。これらのニュースレパート
リーの特徴は、Castroら46がヨーロッパ 17 カ国で、
⼩笠原47が⽶国で⾒出したものとおおむね⼀致する
ことから、これらの類型は現在のメディア環境にお
いて頑健かもしれない。 
 
ニュースレパートリーと偽情報関連の⾏動に関連す
る 4 つの要素を調べたところ、ニュースのハイパー
コンシューマーは、ニュースのミニマリストよりも、
政治的関⼼、政治的知識、メディア信憑性と強い正
の関連があった（RQ2）。⼀般に、メディア信憑性
が⾼いほどニュース情報源の利⽤頻度が⾼い48ため、
最も多様なニュース情報源を通じて積極的にニュー
スに接しているハイパーニュースコンシューマーは、
伝統的メディアでもソーシャルニュースでもメディ
ア信憑性が⾼い。さらに、⾼いニュース使⽤頻度と
⾼いニュース情報源の多様性は、政治的関⼼、政治
的知識、政治参加を促進し、⾼い政治的関⼼と政治
的知識がニュース利⽤を動機づけ、ニュース消費の
認知負荷を低下させ、ニュース使⽤頻度を増加させ
る好循環を⽣み出している可能性がある49。 
 
伝統主義者はニュースミニマリストよりもメディア
信憑性と強い正の関連を⽰したが、政治的関⼼と政
治的知識との関連では有意な差はなかった。伝統主
義者は伝統的メディアとニュースアグリゲーターを
主なニュース情報源とし、ソーシャルメディアをあ
まり利⽤しないにもかかわらず、伝統的メディアと
ソーシャルニュースの両⽅に対して⾼い信憑性を持
っていたのは、ニュースメディア全般に対する「⼀
般的信憑性」50が⾼いためであろう。あまり利⽤し
ないメディアへの⾼い信憑性、政治的関⼼や政治的
知識との関連性の低さから、彼らのニュース接触は、
情報を求めてではなく、単に習慣として⾏われてい

49 Pippa Norris, “A virtuous circle: Political communications in 
postindustrial societies,” Cambridge University Press, 2000. 
50 Morihiro Ogasahara, “Quantitative Analysis on the Model for Media 
Credibility Formation on the Internet,” Journal of Mass Communication 
Studies, Vol. 73, 2008, pp. 113-130. 

表 7.偽情報への接触、識別、拡散を予測する最⼩
⼆乗法回帰分析 
注  ニュースミニマリストは参照カテゴリ。すべて
の独⽴変数について VIFは 2.0未満である。 
† p < .10.*p < .05.**p < .01.***p < .001. 
 

表 8.真の情報への接触と拡散を予測するロジスティ
ック回帰分析。 
注  ニュースミニマリストは基準カテゴリー。† p 
< .10.*p < .05.**p < .01. ***p < .001. 
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ると考えられる（彼らの政治的知識の⾼さは、平均
年齢の⾼さに起因している可能性がある）。彼らは
メディアで流通するニュースを受動的かつ無批判に
受容し、知識をあまり蓄積していないのかもしれな
い。 
 
伝統主義者とは対照的に、オンラインニュース追求
者は政治的関⼼や政治的知識との関連性が強いが、
メディア信憑性との有意な関連はない。彼らの主要
なニュース情報源はニュースアグリゲーターや
UGC サイトであり、これらは伝統的メディアのよ
うな「プッシュ型メディア」ではなく「プル型メデ
ィア」であるため51、⾃らの政治的情報ニーズに応
じて必要なだけの政治ニュースを得ることができ
る。⼩笠原52は、インターネット利⽤時間はインタ
ーネットのメディア信頼性と関連がないことを発⾒
し、その理由として、インターネット上の情報への
接触は伝統的メディアの情報への接触とは異なり、
利⽤者は⾃⾝の情報リテラシーによって対応できる
範囲で、誤った情報を含む可能性がある情報源を利
⽤する傾向があるからだと説明している。同様に、
情報リテラシーが⾼く UGC サイトでニュースを求
める利⽤者は、価値あるニュースにも虚偽のニュー
スにも同様に接しやすいことから、UGC サイトの
利⽤はソーシャルニュースの信憑性を⾼めることも
低下させることもないと考えられる。さらに、ニュ
ース利⽤頻度の⾼さとメディア信憑性の低さから、
彼らは分析的にニュースに接している可能性がある。 
 
ソーシャルニュース利⽤者はソーシャルニュース信
憑性だけがニュースミニマリストよりも関連が強く、
伝統的メディア信憑性、政治的関⼼、政治的知識と
は有意な関連がない。彼らは、平均年齢、政治的関
⼼、政治的知識が最も低いグループであり、ソーシ
ャルメディア上のニュースに接触するのは、政治的
ではない情報への関⼼によるものであろう。ソーシ
ャルメディア上の情報は虚偽である可能性が⾼いに
もかかわらず、ソーシャルメディア上のニュース接
触頻度とソーシャルニュース信憑性が⾼いことから、
彼らはニュース接触をあまり分析的に⾏っていない
と⽰唆される。 
 
最後に、分析で参照カテゴリーであったニュースミ
ニマリストは、5 つのニュースレパートリーグルー
プの中で最もニュース消費に消極的で、政治的関⼼、
政治的知識、メディアの信頼性の⽔準も最も低い。
彼らは政治への関⼼が低いためにニュースへの接触
を避け、その結果、政治知識が蓄積されず、ニュー

 
51 Nicholas Negroponte, “Being Digital,” Alfred a Knopf, 1995.  
52 Ogasahara, 2008. 

ス消費の認知負荷が軽減されず、ニュース利⽤がメ
ディア信憑性を醸成することもない。これらの要因
は、彼らの政治参加を阻害する「悪循環」を⽣み出
している可能性がある53。 
 
偽情報関連の⾏動に対するニュースレパートリー
アプローチ 
 

表 9 は、偽情報関連の⾏動と重要な独⽴変数の関連
性をまとめたものである。オンラインニュース情報
源の利⽤頻度が⾼いニュースレパートリーグループ
ほど、偽情報に接する頻度が⾼い。また、政治的知
識と偽情報への接触の間に負の関連があるという仮
説（H2）は⽀持されず、政治的関⼼と偽情報への接
触の間には H1 とは逆の正の関連が⾒られた。これ
らの結果は、偽情報への暴露は偶発的かつ確率的な
現象であり、⼈々が政治情報への⾼い関⼼に動機付
けられてオンライン ニュースを使⽤する頻度が⾼い
ほど、偽情報が発⽣する可能性が⾼くなることを⽰
唆している。また、伝統的メディア上で事実の情報
に接触する確率（テレビまたは新聞で 67.9％）は伝
統的メディア上で偽情報に接触する確率（同 24.2％
〜61.4％）より⾼く、事実情報への接触は伝統主義
者と正の関連があるという結果も、この説明を⽀持
している。 
 
政治的知識と偽情報の識別との正の関連は、H3 の
予想通りであり、偽情報の識別誤りの原因は分析的
思考の⽋如であるという Pennycookらの知⾒を⽀持
している54。ニュースへの分析的な接触の少なさを
含意する伝統的メディア信憑性が、偽情報の識別と
正の関連があったという結果は、この知⾒と⼀⾒⽭
盾しているように⾒える。伝統的メディア信憑性と
偽情報の識別の正の関連は、虚偽である可能性が低
い伝統的メディアのニュースに「分析的に接触しな

53 Norris, 2000. 
54 Pennycook & Rand 2019. 

表 9.偽情報関連の⾏動と独⽴変数との関係のまと
め。 
注：+：有意な正の関連、-：有意な負の関連、
none：有意な関連なし。括弧内の符号は 10%⽔準
で有意であることを⽰す。ニュースミニマリスト
はニュースレパートリーグループの基準カテゴリ
ー。 
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い」ことが、良い悪いはさておき、結果的に偽情報
の識別⼒を⾼めていることを⽰唆している。 
 
偽情報の識別とソーシャルニュース信憑性の間に有
意な関連がなく（H4 は棄却）、偽情報の拡散とソ
ーシャルニュース信憑性の間に有意な正の関連があ
る（H5は⽀持）ことは、Pennycookら55の結果と整
合的である。偽情報の識別と偽情報の拡散は異なる
タイプの情報処理であり、偽情報の拡散は偽情報を
信じているのではなく、友⼈間の評価を得るために
注意を払うことなく共有することが原因であると考
えられる。興味深いことに、伝統主義者は偽情報の
拡散と事実の情報の拡散との双⽅と正の関連がある。
この結果は、伝統主義者は、それが真であろうと偽
であろうとニュースを拡散する傾向があることを⽰
唆しており、伝統主義者はニュース接触の際に分析
的思考を⽋いている可能性が⾼いという上述の推論
を⽀持する。 
 
本研究の意義 
 
本研究の第⼀の意義は、ヨーロッパ56やアメリカ57と
同じニュースレパートリー類型が⽇本でも⾒出され
たことである。この類型が今⽇のニュース情報環境
において頑健であれば、ニュースレパートリーアプ
ローチによる共通の枠組みで国際⽐較研究を⾏うこ
とが可能になる。 
 
次に、Pennycook ら 50 58が主張するように、偽情報
の特定と拡散が注意不⾜に起因することを確認し、
メディア信憑性が分析的思考の⽋如と関係すること
を⽰唆できたことも重要である。メディア信憑性が
⾼いことは、偽情報対策の観点からは必ずしも良い
ことではないという知⾒は、偽情報対策を検討する
上で有⽤であろう。 
 
これに関連して第三に、各ニュースレパートリー群
の特徴を分析した結果、伝統的メディアをよく利⽤
するために偽情報に強いと思われる伝統主義者が、
特に情報拡散の状態において分析的思考を⽋き、偽
情報に脆弱である可能性が⽰唆されたことも重要で
あろう。これらの知⾒はさらなる検証を必要とする
が、偽情報研究のさらなる発展に役⽴つだろう。 
 
本研究の限界 
 
本研究にはいくつかの限界があるため、結果の解釈
には注意が必要である。まず、調査に使⽤したファ

 
55 Pennycook, et al, 2021. 
56 Castro, et al, 2021. 

クトチェックされたニュースの項⽬数が少なかった
ことである。特に、事実と判定された項⽬が 1 つし
かないため、虚偽と判定された情報と事実と判定さ
れた情報の接触回数や拡散確率を⽐較することが困
難であった。それは、⽇本ではアメリカなどの諸外
国に⽐べてファクトチェックが活発ではなく、ファ
クトチェックされるニュースの項⽬が少ないからで
あ る 。 2022 年 現 在 で 、 ⽇ 本 に は IFCN
（International Fact-Checking Network）に加盟し
ているファクトチェック機関がない。とはいえ⽇本
でもファクトチェック活動が徐々に活発になってき
ているため、今後はファクトチェックされたニュー
ス項⽬が⼗分に収集できる時期を選んで、調査を実
施することが望ましい。 
 
本研究で分析した調査データは、回答者の⾃⼰申告
にもとづくものであり、実際に発⽣していたが忘れ
られたニュース接触に関する情報は含まれていない
ことに留意するべきである。また、本調査に回答し
たインターネット調査会社のモニターは、必ずしも
⽇本の有権者を代表するサンプルではないこと、本
調査の横断的な調査データを⽤いて因果関係を判断
することは不可能であることにも留意する必要があ
る。 
 
ニュースレパートリー研究全般に⾔えることだが、
ニュースレパートリーはニュース情報源ごとに分類
されているため、実際に⼈々がどのようなニュース
コンテンツに触れていたかは分析モデルに含まれて
いない。⽇本のように、伝統的メディアの政治的分
極化がそれほど進んでいないメディア環境では、
⼈々が⽇常的にどのようなニュース情報源を利⽤し、
どのようなニュースコンテンツに接しているかを調
べることが望ましい。 
 
本研究はニュースレパートリーアプローチによる⽇
本の偽情報関連の⾏動の探索的な分析である。上述
の課題を踏まえ、⼈々のパーソナルなメディア環境
であるニュースレパートリーを把握するアプローチ
によって、偽情報研究がさらに深化することが期待
される。 
 
 
 
 
 
 
 
 

57 Ogasahara, 2022. 
58 Pennycook & Rand, 2019. 
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はじめに 
 
こ数⼗年，虚偽あるいは誤解を招く内
容の意図的な拡散と定義できる偽情報
は、世界的な広がりを⾒せてきた。イ

ンターネット上でソーシャルメディアを通じ、多く
の偽情報が，⽣み出され、拡散されている。偽情報
の広がりは、社会的結束を⽡解させかねないという
懸念と、有権者の意思が海外の主体によって、ある
いは国内の主体による操作を通じて歪められた場合、
⺠主主義を脅かす可能性があるという懸念を抱かせ
る。他国と⽐較すると少ないと⾔えるものの、⽇本
においても偽情報は増加してきている。⽇本はどの
程度、オンライン上での偽情報について憂慮すべき
なのだろうか。偽情報が懸念事項だと⾔えるのであ
れば、それについて何がなされるべきなのだろうか。 
 
本論⽂では、まず偽情報の性質と偽情報がなぜ⼈を
引きつけるのかについて分析する。次に、偽情報に
対する 3 段階のメガフォンモデルを提⽰し、様々な
プロパガンダ拡散者によって⽤いられている偽情報
の⽅策を例⽰する。このモデルはどのように偽情報
対策を⾏うべきかに関する議論の下⽀えとなるもの
であり、最後に⽇本の⽂脈内での位置付けについて
論じる。 
 
偽情報(Disinformation)とは何か 
 
社会中に広められる誤った情報を表す現象に様々な
異なる⽤語が使われてきた。本論⽂においては基本
的には「偽情報（disinformation）」、必要に応じて
関連する⽤語の「誤情報（misinformation）」を使⽤
することとする。学者達は、「誤情報」を「偶然に
誤った情報」、「偽情報」を「誤っていることを知
りながらも意図的に流布した虚偽の情報」と定義す
る。もちろん、コンテンツが意図的に虚偽で始まり、
それが虚偽であることを知らない他者によって知ら
ず知らずのうちに拡散される場合、定義の境界線は
曖昧になり得る。我々はそのようなコンテンツを偽
情報とみなす傾向にあるが、最初の発信者と拡散に
寄与する者を区別する。 
 
偽情報には少なくとも 7 種類が存在する1。1)パロデ
ィーや⾵刺：害を引き起こす意図はなく、消費者に
よって意図的な虚偽であると認識されるべきである

 
1 Claire Wardle, “Fake News. It’s Complicated,” First Draft News, February 
16, 2017. 
2 Paul, Christopher and Miriam Matthews, The Russian "Firehose of 
Falsehood" Propaganda Model: Why It Might Work and Options to Counter It. 
Santa Monica, CA: RAND Corporation, 2016. 
3 Stephen G. Harkins and Richard E. Petty, “The Multiple Source Effect in 
Persuasion: The Effects of Distraction,” Personality and Social Psychology 

ものの、常にそのように理解されるわけではないも
の。2)誤解を招くコンテンツ：問題・トピック・⼈
の捉え⽅が不誠実であるもの。3) 詐欺のコンテン
ツ：⼀つあるいは複数の真正な情報源や⼈がなりす
まされているもの。4)でっち上げの内容：作り上げ
られ虚偽のもの。5)虚偽の関連性：コンテンツ（⾒
出しや画像）の⼀部が、残りの内容と適切に関連し
ていないもの。6)虚偽のコンテクスト：真正な情報
が、誤ったコンテクスト上で提供されているもの。
7)操作されたコンテンツ：真正な画像や情報が誤解
を⽣じさせるために変更されているもの。これら 7
種類とも、それぞれ豊富な事例が存在する。 
 
偽情報は説得的であり得る 
 
偽情報はどのくらい効果的なのか。もし消費者によ
って簡単に偽情報が識別されてしまう、あるいは、
消費者の考えや⾏動に影響を与えない場合、おそら
く偽情報は本質的には問題ではなく、単なる厄介事
だと⾔える。そして、⼈々は偽情報の効果について
懐疑的になる傾向がある。⾼潔な⼈間として、我々
の多くは有効性を徳のある⽅法に帰せようとする。
すなわち、我々は真実の説得は、虚偽に基づいた説
得よりもずっと効果的であると⾃然とみなす節があ
る。しかし不幸なことに、必ずしもそういうわけで
はない2。偽情報は⾮常に説得的になり得るものなの
だ。 
 
利⽤可能な偽情報の量は⾮常に膨⼤である。これは、
偽情報に対するロシアと中国の両⽅のアプローチ
（下記で⾔及）がその量に依存しているため、意図
的なものであると⾔える。社会⼼理学における既存
の調査では、量はそれ⾃体で質を有するという物量
作戦(a high-volume approach)を⽀持している。メ
ッセージの受け取る頻度と数量が多いと、メッセー
ジがより説得的になるように、似た議論が複数回、
別の複数のソースから提⽰されることも同様に説得
⼒を持つ3。量による説得性は、正しい情報にも当て
はまるが、それは虚偽で誤解を招く情報にも同様に
当てはまる。また、偽情報はしばしば急速に伝播し、
頻繁に繰り返されることもある。頻度は親近感につ
ながっており、これは説得性と強い相関関係にある。
急速性は、当該偽情報に⼀貫する第⼀印象につなが
り、その第⼀印象を取り除くことが⼤変困難である
ことは周知の通りである4。虚偽であるということ⾃

Bulletin, Vol. 7, No. 4, 1981, pp. 627-635; Andrew J. Flanagin and Miriam J. 
Metzger, “Trusting Expert- Versus User-Generated Ratings Online: The 
Role of Information Volume, Valence, and Consumer Characteristics,” 
Computers in Human Behavior, Vol. 29, 2013, pp. 1626-1634. 
4 Teresa Garcia-Marques and Diane M. Mackie, “The Feeling of Familiarity 
as a Regulator of Persuasive Processing,” Social Cognition, Vol. 19, Issue 1, 
2001, pp. 9-34; Stephan Lewandowsky, Ullrich K.H. Ecker, Colleen M. 

こ 
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体は説得⼒に繋がらないが、⼈々は真偽を判定する
のが著しく不得意なのだ。これは、⼈間は何が正し
いかを判断することが単に苦⼿であり、現代の情報
環境が我々を騙そうとする者により簡単に利⽤され
る経験則やショートカットを我々に利⽤させること
によって、我々の認知プロセスに莫⼤な負担をかけ
ていることによる5。真偽を判断するために我々はよ
く「周辺情報（peripheral cues）」と呼ばれるもの
を使うため、もし発表者が魅⼒的であったり、録⾳
がニュース放送に似ていたり、提⽰された情報が
我々の世界観と⼀致している場合、それがたまたま
完全なる嘘であったとしても、我々は即座にその情
報を受け⼊れる無意識的な決断を下す傾向にある6。
そして、我々が⼀度その情報を受け⼊れると、我々
はそれに固執する傾向にある（第⼀印象の⼒を参照
せよ）7。よって、我々が偽情報だと認識せず、思慮
深く無視されないことによって、偽情報は特定の出
来事への理解や物事⼀般の⾒⽅を変えることができ
る。 
 
結論：全ての⼈間は偽情報を通じて騙されたり、
操作されたりすることに少なくとも何かしら脆弱
である。よって、偽情報は深刻な問題として捉え
るべき脅威である。 
 
偽情報の⽅策 
 
偽情報は、LINE・twitter・Instagram のような⽇本
のインターネットユーザーにとって馴染み深く、⼈
気のあるプラットフォームを含むソーシャルメディ
ア、あるいは、Meta (Facebook)・ YouTube・
Reddit・Pinterest・Tumblr・TikTok・WeChat・
Vkontakte のようなその他のアプリケーションを通
じて宣伝され得る8。また、ソーシャルメディアを通
じた直接的な投稿や拡散に加えて、プロパガンダ拡
散者はメッセージ掲⽰板・ニュース・その他サイト
のコメント欄・ソーシャルメディアなどに参加し、
それらを通じてプロパガンダを拡散する。プロパガ
ンダは、LINE・ telegram・WhatsApp・Facebook 
Messenger・Signal・Vibr のようなさまざまな暗
号・⾮暗号化されたメッセージアプリケーションを
通じて、⽣成され拡散され得る。偽情報は、

 
Seifert, Norbert Schwarz, and John Cook, “Misinformation and Its 
Correction: Continued Influence and Successful Debiasing,” Psychological 
Science in the Public Interest, Vol. 13, No. 3, 2012, pp. 106-131; Richard E. 
Petty, John T. Caccioppo, Alan J., Strathman, and Joseph R. Priester, “To 
Think or Not To Think: Exploring Two Routes to Persuasion,” in T.C. 
Brock and M.C. Green (eds.), Persuasion: Psychological Insights and 
Perspectives, 2nd ed., Thousand Oaks, Calif.: Sage Publications, 2005, pp. 
81-116. 
5 Lewandowsky, et al., 2012. 
6 Petty, et al., 2005.  
7 Lewandowsky, et al., 2012.  

Discord・Twitch・Xbox Live・PlayStation Onlineと
いったオンラインゲームに関する情報、あるいは、
オンラインゲーム中に情報を交換するためにゲーマ
ーによって使⽤されるコミュニケーションプラット
フォームのようなニッチなコミュニティーにおいて
も拡散する。プロパガンダ拡散者は、偽情報を拡散
させるために伝統的なWebページと国営メディアが
運営する Webページを使う。これらの Webページ
は、検索エンジン(Google・Yahoo・Bing 等)でポッ
プインに最適化することができる。そして、プロパ
ガンダ拡散者は広告技術や有料広告を通じて、広範
囲のインターネットユーザーに彼らのコンテンツを
閲覧させることができる。 
 
しばしば偽情報は、少なくとも部分的には正しい情
報を含むのの、操作するために何らかの⽅法で改変
されている。これには以下のものを含む9： 
 

l でっち上げ：⼀部あるいは全てのコンテン
ツが創作されている・虚偽・誤解を招くも
のである（テキストや⽂書・でっち上げの
映像・⾳声・静⽌画像・ミームを含みうる） 

l 不正流⽤：実際に起こったことについて誤
った結論を導く⽅法で、現実の出来事・
⼈々・証拠を不正確に伝えるもの 

l なりすまし：（特定の学者のような）真正
な情報源、（ジャーナリストや出来事の
「⽬撃者」のような）信頼できるカテゴリ
ーの⼀員、単なる架空の⼈物へのなりすま
し 

l ごまかし：出来事に対する複数の相反する
説明を提供することで、⼀般の⾔説を不明
瞭にするもの 

l 陰謀論：正体不明の組織や結社による陰謀
を提唱するもの 

l 事実の取捨選択使⽤：「部分的な真実」と
も呼ばれる、事実の情報を操作して提供す
るもの 

l 修辞的詭弁：⽋陥のある論理を訴える内容
（何々主義・誤った⼆分法・負の連鎖・誤
った等価関係・論点すり替え等） 

8 WeChatは中国のインスタントメッセージ，ソーシャルメディア，モバイ
ル決済プラットフォームであり，Vkontakteはロシア，ベラルーシ，ウク
ライナなど東欧諸国で⼈気のロシア語ソーシャルメディア・プラットフォ
ームである。 
9 Matthews, Miriam, Alyssa Demus, Elina Treyger, Marek N. Posard, 
Hilary Reininger, and Christopher Paul, Understanding and Defending 
Against Russia's Malign and Subversive Information Efforts in Europe. Santa 
Monica, CA: RAND Corporation, 2021; Daniel Arnaudo, et al, Combating 
Information Manipulation: A Playbook for Elections and Beyond, National 
Democratic Institute, International Republican Institute, Stanford Internet 
Observatory Cyber Policy Center, September, 2021. 
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l 感情や権威への訴え：聴衆の理性を避け、
反応を誘発させることを意図した内容 

 
プロパガンダ拡散者は、幅広い⽬的のためにこれら
の技術を使⽤する。例えば、他国の政府・議員・⾏
動・政策・制度・⽂化を誹謗中傷することや、他国
の特定の主体を⽀持すること（例えば、プロパガン
ダ拡散者の国に友好的であるか、その⾏動が国内対
⽴を⽣む場合）、プロパガンダ拡散者の国のイメー
ジや⾒解を促進すること、プロパガンダ拡散者の国
が好む話と相反する⾒解を阻⽌・相殺すること、プ
ロパガンダ拡散者の国の⼀部の不正⾏為から話を逸
らさせるか否定することなどだ。国内の偽情報を拡
散する者は、同じ⽅策と同様の⽬的のためにこれら
の技術を使⽤するが、外国では無く他の団体あるい
は組織（あるいは彼ら⾃⾝の政府）を標的にしてい
る。 
 
世界的に偽情報を拡散しているのは、ロシアと中国
の⼆か国だ。ロシアと中国の両国は、⼀義的には社
会制御のため、⾃国⺠に対して偽情報を使⽤する。
それゆえ、両国による偽情報の外部への使⽤は⼆義
的であるが、それでもそれは相当なものである。 
 
ロシアは不信と恐怖を助⻑しようとする。ロシア政
府は、ロシアを封じ込め、抑圧することを⽬指す攻
撃的なNATOやその他の軍隊による架空の脅威に⾃
国⺠が恐怖を抱くよう仕向けようとする。敵対国に
対しては、ロシアが何かするかもしれないことに恐
怖を抱かせることで要求を呑ませ、ロシアの武⼒⾏
使に反対させないようにする。 
 
ロシアのプロパガンダの⽅法は、4 つの特徴を持つ
「虚偽の消防⽤ホース」に例えられている10。 
 

l ロシアのプロパガンダは、⼤量かつ多くの
経路があり、それは膨⼤な媒体を通じて、
様々な⽅式で⾏われる。 

l ファクトチェックする暇もなく、迅速に、
連続的かつ反復させる 24時間の放送体制に
より拡散させる。 

l 客観的事実への執着がなく、よく虚偽・部
分的に虚偽な内容を放送する（もっとも、
虚偽は捏造された証拠によって裏付けされ

 
10 Paul, Christopher, and Miriam Matthews, The Russian 
“Firehose of Falsehood” Propaganda Model: Why it 
Might Work and What Might be Done About it, Santa 
Monica, Calif,: RAND Corporation, 2016. 
11 Nimmo, Ben, Anatomy of Info-War: How Russia’s 
Propaganda Machine Works, and How to Counter It, 
Central European Strategy Council, undated. 

ているか、信頼できるように思わせること
を意図した情報源によって提⽰されている
か、意図した聴衆の既存の信念と合致して
いる。） 

l ロシアの異なる情報源や発⾔が相反する出
来事の説明を提⽰し、時には個々の発信者
やチャンネルが⽐較的短期間で⽭盾するこ
ともあり、⼀貫性を保っていない。 

 
研究者の Ben Nimmo は、情報環境におけるロシア
の取り組みを「4 つの D」(却下（dismiss）・歪曲
（distort）・散漫（distract）・失望（dismay）)に
従って効果を求めるものと特徴づけている11。私の
RAND の同僚は、ロシアが多くの⽅法を駆使して
「4 つの D」を実現しようとしていることを指摘し
ている12。 
 

l 複数のプラットフォームを利⽤し、標的と
する聴衆の⾔語や使⽤パターンに合わせる 

l 完全に作られた架空の⼈物だけではなく、
理性的によく知られた実際の⼈物を装った
アカウントを含む、様々な欺瞞的なアイデ
ンティティを使⽤する 

l 量を重視し、質より量に重きを置く 
l 元々の内容を増幅させる：議論を呼んだり、

困惑させたりする真正な内容を識別し、そ
れを促進する 

l ⼈々を集会や恣意⾏動に参加させるなどし
て、「実世界」の出来事を組織する 

 
ロシアの情報に対するアプローチが不信に基づいて
いるのに対して、中国の主なアプローチはより肯定
的であると⾔える。すなわち、（それが真実か正当
かに関わらず）中国に対する肯定的な⾒⽅を促進さ
せ、中国に対するあらゆる批判を防⽌、あるいは、
覆い隠そうとする。よくあるナラティブとしては、
中国が平和を愛する国であるとする主張や、拡張主
義的野望が⽋如しており純粋な防衛的軍事戦略を取
っているという主張、中国の地政学的中⼼性とその
台頭と地域的⽀配の必然性を強調するものなどがあ
る13。 近年、中国政府のプロパガンダは、厳格に肯
定的なものから、時にはロシアの破壊的なアプロー
チを反映したものへと変化している。特に、
COVID-19 の起源と拡散に関する誤った主張を助⻑

12 Treyger, Elina, Joe Cheravitch, and Raphael S. Cohen, 
Russian Disinformation Efforts on Social Media. Santa 
Monica, CA: RAND Corporation, 2022. 
13 Harold, Scott W., Nathan Beauchamp-Mustafaga, and 
Jeffrey W. Hornung, Chinese Disinformation Efforts on 
Social Media. Santa Monica, CA: RAND Corporation, 
2021. 
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したり、反響を呼んだりすることがあった。14今後、
中国政府の偽情報は、中国共産党の肯定的な⾒⽅を
促進することと、ライバルや競合国の政府が弱く、
腐敗し、乱暴であるように⾒せかけることの間でバ
ランスを取るような内容となると考えられる。 
 
中国は、国⺠の制御と海外での影響⼒を⾏使するた
めに情報環境に働きかけている。そして、その双⽅
の⽬的のために偽情報を使⽤している。⼈⺠解放軍
の⽂書では、外国の聴衆に中国のメッセージを発信
し、敵国の政府や軍を弱体化させるための「政治活
動（political work）」  と  「外部宣伝（external 
propaganda）」の使⽤が議論されている15。最近、
情報戦争に対する⼈⺠解放軍の概念によって、⼼理
戦・世論戦・法律戦の「３戦」アプローチに「認知
領域作戦」が加わることとなった。このような取り
組みにおいて、偽情報は重要な地位を占める。台湾
は、中国と⼈⺠解放軍の偽情報の最も頻繁な標的で
ある。 
 
RAND の研究者らは、台湾⼈の専⾨家へインタビュ
ーを⾏い、ソーシャルメディア上の偽情報キャンペ
ーンを実⾏する⼈⺠解放軍のアプローチを分析して
いる。まず、⼈⺠解放軍は標的となる特定の⼈⼝集
団に最も適合した特定のプラットフォームを特定す
る。次に、個⼈情報を収集し、ソーシャルネットワ
ークにマッピングして、オピニオンリーダーを養い、
ディスカッショングループに参加する。そして、そ
の統制された⼈格への⼗分な信頼構築をした後に、
偽情報を拡散させるのである16。中国によって⾏わ
れているもう⼀つのアプローチとして、「偽草の根
運動(astroturfing)」、すなわち、メッセージの出所
を隠して、あたかもそれが実際に⼀般社会から⽣ま
れてきた意⾒であるかのように⾒せることで、否定
的なコメントを埋没させ、世論を操作することが挙
げられる。「偽草の根運動」と呼ばれている理由は、
⼈⼯芝のように、⼈⼯的に作られたメッセージは
「偽の草の根運動」と⾔えるからである。中国によ
る偽草の根運動の⼀部は、愛国⼼のある⺠間のイン
テーネットユーザーに委託されている。よって、実
際には政府の活動ではないが。政府が推奨する活動
には間違いない。そのような偽草の根運動や「メッ

 
14 Wendler, JohnRoss, “Misleading a Pandemic: The Viral Effects of 
Chinese Propaganda and the Coronavirus.” Joint Force Quarterly, 104, 1st 
Quarter 2022, p. 32-39. 
15 Harold, Scott W., Nathan Beauchamp-Mustafaga, and Jeffrey W. 
Hornung, Chinese Disinformation Efforts on Social Media. Santa Monica, CA: 
RAND Corporation, 2021. 
16 Harold, Scott W., Nathan Beauchamp-Mustafaga, and Jeffrey W. 
Hornung, Chinese Disinformation Efforts on Social Media. Santa Monica, CA: 
RAND Corporation, 2021. 
17 “Taiwan Opposition Leader Tsai Ing-Wen’s Facebook Page Flooded with 
Posts from the Mainland,” Reuters, November 12, 2015. 

セージの氾濫」の例として、2015 年に台湾のリーダ
ーである蔡英⽂の Facebook ページに親中国の投稿
や中国による台湾統⼀を求める投稿が集中したこと
が挙げられる17。 
 
RAND の同僚は、中国は主に３つのタイプの偽情報
キャンペーンを使⽤すると論じている18。 
 

l 常に進⾏し、社会的分裂を深め、⼠気を低
下させ、⺠主主義への⾃信を失わせること
を⽬的とした恒常的な取り組み。 

l 台湾政府関係者の海外渡航を妨害する、外
国の軍事演習を難航させる、選挙結果に影
響を与える、といった個別の⽬標に向けた
ソーシャルメディア上での取り組み：これ
らの取り組みによって、より意図的かつ集
中的な仕⽅である話題に関する否定的なニ
ュースの連鎖を作り出そうとする。 

l ⽇和⾒主義の攻撃 
 

最後の⼀例として挙げられるのは、台湾の戦⾞が橋
から落下した結果 4 名の兵⼠が溺死した、という不
幸な事故に関するニュースに対する、中国による増
幅と拡散がある19。「弱くて腐敗し、国⺠との接点
もなく、台湾を破滅に導く台湾政府と軍」としてこ
の事件は中国ナラティブの格好の餌⾷となり、台湾
社会を分断し、⼠気を下げるのに利⽤された20。中
国共産党と中国⼈⺠解放軍は、今のところ台湾に対
して最も積極的に情報操作を⾏っているが、将来的
には他国に対しても同様の烈度と⽅策で偽情報キャ
ンペーンを⾏うかもしれない。 
 
偽情報のモデル 
 
私の同僚、並びに私が先述したように、偽情報は三
段階のメガホンとしてモデル化することができる21。
それは、偽情報の⽣成に始まり、それの拡散へと続
き、最後にその消費として終了する。偽情報は３つ
の段階全てを経なければ効果がないため、このよう
な偽情報への⾒⽅はサイバー・キル・チェーンに類

18 Harold, Scott W., Nathan Beauchamp-Mustafaga, and Jeffrey W. 
Hornung, Chinese Disinformation Efforts on Social Media. Santa Monica, CA: 
RAND Corporation, 2021. 
19 Sophia Yang, “Kaohsiung Tank Accident Adds One Dead to Four,” 
Taiwan News, August 19, 2016. 
20 Harold, Scott W., Nathan Beauchamp-Mustafaga, and Jeffrey W. 
Hornung, Chinese Disinformation Efforts on Social Media. Santa Monica, CA: 
RAND Corporation, 2021. 
21 Matthews, Miriam, Alyssa Demus, Elina Treyger, Marek N. Posard, 
Hilary Reininger, and Christopher Paul, Understanding and Defending 
Against Russia's Malign and Subversive Information Efforts in Europe. Santa 
Monica, CA: RAND Corporation, 2021. 
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似していると⾔える22。偽情報を妨害することを意
図した政策は、この 3 段階のうち、⼀つ以上を対象
にしている。しかし不運なことに、３段階のいずれ
も妨害することは簡単ではない。 
 
偽情報の⽣成は、国家（ロシアや中国）のために働
くか、その要請を受けるか、⾮国家⾏為体（今でも
世界的に新⼈を求めているような様々な暴⼒的過激
集団）に加⼊している、あるいは、⾃分の意⾒を通
すためには国⺠を欺く必要があると感じている、国
内政党や党派の⼀員といった悪意を持った主体から
始まる。インターネットは世界中のほとんどどこか
らでもアクセスすることができ、成熟した⺠主主義
国（例えば⽇本）における表現の⾃由の伝統により、
プロパガンダ拡散者が偽情報を⽣成することを容易
にし、これを阻⽌するための制作介⼊を難しくする。
外国の偽情報が国内の政治的⾔説において正当な位
置を占めるべきではないことを政治が同意していた
としても、コンテンツが外国に起源を持つのか否か
を判断することは極めて困難だ（この問題は、コン
テンツの真偽を判断することと同等かそれ以上に困
難なことがある）。 
 
偽情報の拡散や普及には多くの場合、共有・転送・
再投稿を通じたコンテンツの再配布を含む。この段
階で起こる重要なプロセスは、コンテンツの増幅で
ある。実在してるかはさておき、偽情報を発信する
ユーザーアカウントが⼀つだけだと⽐較的限定的な
範囲にとどまる。それがさらに増幅されることによ
って、より多くの⼈に届く可能性が⾼くなるのだ。
この増幅は、発信者であるプロパガンダ拡散者が制
御する場合や、プロパガンダ拡散者と連携し⾃動化
させる場合、真正ではないアカウントによる共有や
⽀持に由来する場合や、コンテンツを⽀持したり共
有したりする他のユーザーに由来するものもある。
ユーザーは様々な理由から偽情報を共有するかもし
れない。そして、誤って虚偽のコンテンツを信じ込
んだり、偽情報を⽀える暗黙の感情や世界観を共有
しているため虚偽のコンテンツを信⽤したくなった
り、虚偽だと認識しているにも関わらず、それが真
実だと他者には信じてほしかったりするためである
23。ソーシャルメディア・プラットフォームが、他
のユーザーによって「検証」されたコンテンツを、
その新しいコンテンツに好意的に反応する使⽤パタ
ーンを持つユーザーに提供することで、真正あるい

 
22 サイバーキルチェーンとその適⽤に関しては，以下を参照せよ。 
 Bahrami, Pooneh Nikkhah, Ali Dehghantanha, Tooska Dargahi, Reza M. 
Parizi, Kim-Kwang Raymond Choo, and Hamid HS Javadi. "Cyber kill 
chain-based taxonomy of advanced persistent threat actors: Analogy of 
tactics, techniques, and procedures." Journal of information processing 
systems 15, no. 4 (2019): 865-889. 
23 narattiveの⼒に関して，より詳しくは，以下を参照せよ。 

は虚偽の共有、「いいね」は、更なるアルゴリズム
の増幅につながることがある。偽情報の最初の⽣成
を減らすことは困難であるが、その拡散を減らすよ
うに介⼊をする機会はより多いはずである。 
 
いったん偽情報が⽣成されて拡散されると、最後に
それは消費される。その消費の時点でもし偽の情報
が受け⼿に受容されたならば、偽情報は少なくとも
部分的には成功したことになる。もちろん、プロパ
ガンダ拡散者としては、単⼀の対象者に単⼀の嘘を
納得させることが⽬的ではない。多くの⼈がそのコ
ンテンツを受け取り、そのうちの多くの⼈がその嘘
を信じ込むことを意図しているだろう。また、彼ら
は単に受け⼊れたり信じたりするだけではなく、何
かしらの反応を⾒たいのだろう。それはおそらく、
虚偽のコンテンツを気に⼊ったり共有したりする
（さらにその範囲を広げる）ことや、将来の政治的
な⾔説において話の焦点や偽の事実を使⽤すること、
あるいは偽情報と⼀致する単語や⾔い回しを採⽤し
たり、投票選好や政治的⾏動への関与度など他の⾏
動も同じくらい変化させたいと考えているだろう。
しかし、偽情報の影響を消費時点で減少させる機会
もある。 
 
偽情報を防ぐアプローチ 
 
上記で述べたとおり、偽情報が効果的であるために
はうまく⽣成・拡散・消費という段階を経なければ
ならず、そのつながりにおけるいかなる時点での遮
断も偽情報の効果を減少させる。偽情報のこのモデ
ルは、少なくとも 2 つの理由からメガフォンとして
描くことができる。第１に、想像⼒を駆り⽴てる⽐
喩、あるいは、偽情報のメガフォンとして。第２に、
広がり続ける偽情報の範囲を捉えてのことである。
始まりの時点において、⼀つのある偽情報を作り出
し、それを投稿・共有する⼈はたった⼀⼈のコンテ
ンツ作成者のみである。もしそれが防がれたならば、
その特定の事例に関するさらなる⾏動は要求されな
い。いったん⽣成されると、次に拡散が始まる。プ
ロパガンダ拡散者がコンテンツをたった⼀箇所のみ
でしか投稿しないということ、可能な拡散の純粋に
有機的なプロセスに頼るということも滅多にない。
ほとんどの偽情報は、最初の投稿に続く⾃動化され
たアカウントによりほぼ即座に「いいね」や共有、
復唱され、それによって他のユーザーによるさらな

 Christopher Paul. 2019. "Homo Narratus (The Storytelling Species): The 
Challenge (and Importance) of Modelling Narrative in Human 
Understanding," pages 849-864 in Paul K. Davis, Angela O’Mahony, and 
Jonathan Pfautz (eds.) Social-Behavioral Modeling for Complex Systems. 
Hoboken, NJ: Wiley and Sons. 
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る増幅につながる。メガフォンはますます⼤きくな
り、増幅を妨害する政策によって再分配をある程度
削減することができるものの、偽のコンテンツが投
稿されるのを防⽌するか、⾃動システム（技術的に
は可能ではあるが、様々な課題が存在する）によっ
て直ちに削除されない限り、少なくとも⼀部の個⼈
はそれを⽬にしてしまう。偽時報を受け取った⼈々
は、それを消費してしまう。これはメガフォンの⼤
きく開いた端の部分であり、消費者が偽情報の正体
を⾒抜き拒絶するか、知らず知らずのうちに虚偽を
事実として受け⼊れてしまうのである。確かに⼀部
の消費者は正しく真実とフィクションを区別するし、
消費者が偽情報を拒絶する可能性を⾼めるような政
策的介⼊も可能であることは間違いない。しかしな
がら、より早い段階でメガフォンによる偽情報の進
⾏を阻害し、より多くの消費者が偽情報にさらされ
るのを防ぐことが望ましいと思われる。 
 
そして、どの段階でも偽情報を中断させる政策が直
⾯している課題は、完全に確実なものであるとは考
えにくい。よって、偽情報を防ぐ最⼤のアプローチ
はメガフォンの 3 段階のそれぞれを狙った複数の介
⼊を含む、複合的なハイブリッドのプローチであろ
う。 
 
このメガフォンのモデル（⽣成・拡散・消費）は偽
情報の課題に対する可能な解決策を要約するための
出発点としても有⽤である。提案されているほとん
どの政策的介⼊は、３段階のうち、⼀つあるいは複
数に影響を与えようとするものである。政策的介⼊
を引き受けあるいは実⾏する可能性のある主体に基
づいてさらに分割すれば、要約は完全なものとなる。
この章の残りの部分で、考えられうる３つの政策主
体（市⺠社会、ソーシャルメディア・プラットフォ
ーム、政府）についてそれぞれ記述し，メガフォン
の 3 段階に影響を与えるためにそれぞれが取りうる
⾏為の種類を考察する。 
 
偽情報対策政策の主体の最初の類型は、市⺠社会で
あり、これには市⺠個⼈、市⺠社会団体や組織、学
術・研究機関などが含まれる。メガフォンの各段階
における市⺠社会の役割を考えると、市⺠社会の主
体が偽情報の⽣成を阻害するためにできることはほ
とんどない。個⼈と団体は市⺠として参加し、⾃ら
偽情報を⽣成することを避けることができる。偽情
報は「⽕に⽕は付ける」ことができるような領域で
はない。個⼈と市⺠社会は正当で真実のコンテンツ
を⽣成することで、真正でない、あるいは、不正な

 
24 Michael Drummond, “Ukraine's internet army of 'fellas' are using dog 
memes to fight Russian propaganda - and they've raised $1m for the army 
too.” SkyNews, 24 January 2023. 

⾔論に代替する真の⾔論が依然として存在するとい
う状態を創ることが出来る。 
 
メガフォンのさらに先にある「拡散（及び再拡散と
増幅）」においては、市⺠社会の役割はより⼤きい
ものとなる。ここで市⺠は信頼できる声の⼒を活⽤
し、偽情報や偽情報の主体を特定し、呼びかけ、報
告することができる。たった⼀⼈であっても「いや、
そうではない」と⾔う、信頼できる声の重要性は否
定できない（そして、真正ではない声に対して叫ぶ、
たった⼀⼈の真正な声の⼒を過⼤評価すべきではな
い）。市⺠社会組織は、集団的な⾏動による⼒を活
⽤する機会をさらにより多く有している。研究の取
り組みや、真正でないアカウントやオンライン活動
を特定し、帰属させる取り組みと相まって、市⺠社
会団体は「ネーミング・アンド・シェイミング（名
指し批判）」、あるいは、偽情報の発信者について
他の形で報告することに従事できる。グループはま
た、偽情報の宣伝者とより積極的かつ持続的に関わ
り「真実の探究(trolling for truth)」を⾏い、嘲りの
⼒を動員することができる。⾮公式な北⼤⻄洋フェ
ロー組織（NAFO）が柴⽝のアバターやミームを使
⽤してロシアの侵略と偽情報を嘲笑したことはこの
⼀例として挙げられるだろう24。学術機関・准学術
機関・研究機関は、ファクトチェックとメディアリ
テラシーの向上に貢献することができ、両⽅とも偽
情報の拡散を遅らせるための取り組みの基礎となる
可能性を秘めている。メディアリテラシーの向上は、
偽情報を⾒た者がそれを再投稿したり共有したりす
る前に、懐疑的になる可能性を⾼める。これとファ
クトチェックのリソースが組み合わされば、偽情報
の拡散を遅らせることができる。もしメディアリテ
ラシーの取り組みの⼀環として学んだことがきっか
けで偽情報の可能性を知った拡散希望者が、ファク
トチェックのサイトにアクセスし、当該偽情報が否
定されているのを⾒れば、拡散される可能性はずっ
と低くなるはずである。 
 
これはもちろん、偽情報のメガフォンの 3 段階⽬で
ある消費者にも及んでいる。学術・研究的なメディ
アリテラシー教育とファクトチェックは、消費者が
偽情報を識別・対抗するのに役⽴つ。そして、個々
の市⺠はメディアリテラシー教育を受け、偽情報の
⼿法やテーマに関する認識を深め、ファクトチェッ
クサイトを定期的に活⽤し、複数の正当な情報源と
照合するなどして警戒することができる。そして、
これだけが偽情報を防⽌するアプローチの唯⼀の要
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素となってはならない。すなわち、消費者に全ての
負担をかけてはならない。⼈間はたとえ知的で、訓
練され、熱⼼な消費者であったとしても、弱気にな
る瞬間や克服すべき⼀般的な⼈間の脆弱性がある。
偽情報を確実に回避・克服できるようにするために
は、それなりの追加⽀援が求められるのだ。 
 
偽情報対策の主体の 2 つ⽬はソーシャルメディア・
プラットフォーム⾃⾝である。ソーシャルメディ
ア・プラットフォームの政策担当は、メガフォンに
沿った全てのポイントで偽情報を阻⽌するために役
⽴つ政策の選択肢を有する。⽣成段階で偽情報を減
らすのに役⽴てるために、プラットフォームはいく
つかの選択肢を有する。現在、主要なソーシャルメ
ディア・プラットフォーム事業者はすべて、利⽤規
約と管理規則を有し、これらの規則を実施するため
に何らかの形でコンテンツ・モデレーションを⾏っ
ている。利⽤規約と修正の実施はいずれも完璧とは
程遠く、改善の余地がある。例えば、ほとんどのプ
ラットフォームは真正でないアカウントに対するポ
リシーを明⽰しているが、⼀般的には真正でないア
カウントに対する執⾏はかなり限定的である。これ
は、⾦銭的なインセンティブに⼀部理由がある。広
告収⼊は通常、全体のユーザー数・加⼊者数に連動
しており、アクティブな⾮正規アカウントの存在に
よってプラットフォームにとって有利になるように
⼈為的に膨らませてある。プラットフォームにとっ
ては、不真⾯⽬なアカウントを取り締まっているら
しいという評判のインセンティブがあるかもしれな
いが相反する⾦銭的なインセンティブも存在するの
だ。 
 
ソーシャルメディア・プラットフォームのコンテン
ツ・モデレーションがそれなりに成功している⼀部
として、児童性的虐待マテリアル（CSAM）を防
⽌・削除する取り組みがある。ここで詳しく説明す
るにはスペースが⾜りないものの、広く利⽤可能な
⾃動化ツールを使⽤することによってそのようなコ
ンテンツが投稿される前に、多くのCSAMはほとん
どのソーシャルプラットフォームから削除される25。
偽情報を認識するが⾮常に困難で⾃動で投稿を防ぐ
ことができないとしても、偽情報の⽣成はプラット
フォームの規則で明⽰的に制限することができ、⼈
間のモデレーターが偽情報を特定したらプラットフ
ォームからの削除やアカウントの停⽌、偽情報を広
めたことがわかったユーザーが新しいアカウントを
開設することを防ぐといった強靭性を⾼める取り組

 
25 Montgomery, Kathryn C., Jeff Chester, and Katharina Kopp. "Social 
Media Platform Safeguards for Whom? Assessing Tech Industry Strategies 
for Protecting Children and Shielding Advertisers." Center for Digital 
Democracy, 2022. 

みを実⾏しうる。そして、⼈間のコンテンツ・モデ
レーター、コンテンツ・モデレーションが⾏われる
⾔語、コンテンツ・モデレーションを⽀援するため
に利⽤可能な⾃動化されたツールの数を増やすこと
は、すべて個々のソーシャルメディア・プラットフ
ォームがどのような投資をするかという選択にかか
っている。 
 
メガフォンの拡散段階で、プラットフォームが偽情
報を⾷い⽌める機会はさらに⼤きくなる。プラット
フォームは、私有のコンテンツ・プロモーション・
アルゴリズムを⼤切に守っているが、これらは有効
なファクトチェック・サイトと組み合わせて使⽤す
ることによって、既知の誤った主張を降格させたり、
偽情報を始めたり拡散させたりした経歴を持つユー
ザーが作成したコンテンツの優先度を下げたりする
ことができる。もちろん、このようなアプローチに
は偽情報を信じるユーザーを疎外するリスクや、政
治的動機に基づくバイアスが出現したり実現したり
してしまうリスクもある。これらの課題のいくつか
を避ける別のアプローチとして、ユーザーが偽情報
を投稿・共有しようとしているときに（⾃動処理に
よって決定される）警告を発し、共有しようとして
いるコンテンツの誤りを指摘してファクトチェッ
ク・サイトを紹介したり、コンテンツがプラットフ
ォーム・ポリシーに違反していると思われることを
指摘して、投稿前にポリシーに従っていることを確
認するように求めたりすることが考えられる26。こ
のようなアプローチにはいくつかの利点がある。ま
ず、実際に誰かの表現の⾃由を妨げることなく、偽
のコンテンツの拡散を遅らせることができる（ユー
ザーは警告を無視して，偽の素材を投稿することが
可能である）。また、ユーザーが警告を無視して当
該コンテンツを投稿し、それがプラットフォームの
ポリシーに違反した場合、最終的にはユーザーに違
反の代償を課す理由をプラットフォームに与えるこ
とになる。 
 
プラットフォーマーは、消費者がメガフォンの終わ
りにある偽情報を認識し、それに対抗することを助
けるためにできることが他にもある。プラットフォ
ーマーは、標的を絞った選択的介⼊や、偽情報の技
法や警戒するべきテーマをユーザーと共有する⼀⼝
サイズの教育的コンテンツを通じて、メディアリテ

26 Christopher Paul and Hilary Reininger, “Platforms Should Use 
Algorithms to Help Users Help Themselves,” Partnership for Countering 
Influence Operations, Carnegie Endowment for International Peace, 2021. 
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ラシーを促進できる27。プラットフォーマーは、メ
ディアリテラシー教育を⾏う市⺠社会団体や、マイ
クロ公共サービス広告を制作する市⺠社会団体に、
無料の広告枠を提供したり、ファクトチェック・サ
イトやより広範なメディアリテラシー促進活動へリ
ンクする広告を提供したりすることができる。プラ
ットフォーマーは、ファクトチェックサイトを利⽤
して、全てのコンテンツの「信号」評価を提供し、
ユーザーがその信頼性を評価することを⽀援できる。
⼀つまたは２つの信号の⾊合いと⼤きさを組み合わ
せることによって、ユーザーはコンテンツが複数の
ファクトチェック・サイトによって検証されている
か（緑）、論争があるのか（⾚）、新しすぎてよく
わからないのか（⻩）など、コンテンツの情報源と
その事実性に関する過去の記録に関する同様の評価
を迅速かつ視覚的に確認することができる。 
 
偽情報対策の主体の第３のカテゴリーとして、中央
政府・州や地⽅政府・国際的な統治期間を含む政府
がある。政府は 3 段階の全てにおいて、偽情報に影
響を与える可能性のあるさまざまな⾏動をとること
ができる。政府は特定の⾏動を禁⽌したり、企業や
業界に要件を課したりといった規制を設けることが
できる。法律や規制に違反した者に対する措置や、
その他のタイプの積極的な介⼊を⾏うことができる。
また、政府は他のステークホルダーや市⺠による⾏
動を奨励・⽀援するなど、その権威ある⽴場をより
ソフトな仕⽅での介⼊のために利⽤できる。最後に、
資⾦提供者や交付者としてや、官⺠連携パートナー
シップへの参加などを通じて、他の組織と共同して
活動することができる。 
 
偽情報の⽣成を減らすために、政府はソーシャルメ
ディア・プラットフォームを規制し、そのプラット
フォーム上に表⽰されるコンテンツに対して責任を
持たせる仕⽅で規制することができる。これは、ど
のような瞬間にあっても正確に⾏うことは難しい規
制であり、テクノロジーが進化し続ける（つまり、
絶えず変わり続ける）中で、複合的により困難にな
っていくだろう。偽情報の⽣成や拡散に対抗するた
めに政府がソーシャルメディアを規制することは、
肯定的な効果をもたらすかもしれない。⼀⽅で、意
図せぬ結果を招いたり、問題の重要な側⾯を⾒逃し
たりする可能性も⼗分にある。つまり、英語の表現
を使えば、ある程度 「お粗末(ham handed)」にな
る可能性が⾼い。これは良くないことである。しか

 
27 Reininger, Hilary, #KeepingItReal: Improving Social Media Users' 
Resistance to False Information during Elections. Santa Monica, CA: RAND 
Corporation, 2021. 
28 “Four Chinese Nationals Working with the Ministry of State Security 
Charged with Global Computer Intrusion Campaign Targeting Intellectual 

しながら、規制の脅威は良いことかもしれない。つ
まり、もし⽴法府が真剣に規制の問題を取り上げ、
ソーシャルメディア・プラットフォームに対して⾃
発的に偽情報対策への取り組みを向上させるか、政
府がそれを求める規制を課すかのどちらかであると
いう課題を突きつけるならば、ソーシャルメディア
企業は⼿垢のついた正式な規制を受けることを回避
するために、偽情報対策の取り組みの有効性を改善
する強い動機を持つことになるだろう。 
 
⾏動と実⾏の観点からは、政府が偽情報の⽣成を減
らすために⾏動できる機会が⼗分にある。既存の法
執⾏、外国のプロパガンダ拡散者の起訴（中国⼈ハ
ッカーに対する⽶国司法省の起訴と同様）28、また
は、外国のプロパガンダ拡散者の活動を阻害する技
術的⼿段の使⽤は全て可能な⾏動になる。また、政
府機関はソーシャルメディア企業に対して、利⽤規
約違反を報告することでコンテンツ・モデレーショ
ンの取り組みを⾮難することに役⽴つ。このような
報告は、例えば、情報収集がきっかけになるかもし
れない。 
 
偽情報の拡散を削減するための政府の取り組みとし
ては、ソーシャルメディア・プラットフォームによ
るコンテンツの宣伝⽅法について透明性を確保する
ための規制や、広告技術を通じた偽情報の流⼊を減
らすための規制が考えられる。前述の通り、このよ
うな規制の脅威はソーシャルメディア・プラットフ
ォーマーが規制なしで同じ⽬的を達成するために、
より創造的な⽅法を⾒つけることを促すかもしれな
い。この分野での社会的で肯定的な政府の⾏動とし
て、（執⾏⾏為は対照的に）正しく検証されたコン
テンツの⽣成・ファクトチェック・インテリジェン
スに基づく事前警告（2022年 2 ⽉のウクライナ侵攻
前のロシアの偽旗作戦計画の予告など）29、公共サ
ービスの告知、メディアリテラシー教育などが含ま
れるかもしれない。しかし、いずれの場合において
も、政府はこうした「肯定的な」⾏動においても、
野党に対する政治的偏向が現れたり現実になったり
しないように注意する必要がある。よって、こうし
た取り組みは通常、超党派の組織と連携して実施す
るのが最適である。政府は資⾦と権限を提供し、超
党派の組織は国内の政治的配慮を排除した上で、偽
情報の拡散を遅らせるために活動する。また、官⺠
連携を通じた政府から⺠間への情報共有や、偽情報
に対抗しようとする組織への分析的⽀援、草の根組

Property and Confidential Business Information, Including Infectious 
Disease Research.” Press Release, United States Department of Justice, July 
19, 2021. 
29 Julian E. Barnes, “U.S. Exposes What It Says Is Russian Effort to Fabricate 
Pretext for Invasion,” New York Times, February 3, 2022. 
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織との連携も可能である。パートナーシップの有無
に関わらず、政府は偽情報・偽情報のしくみ・拡散
の仕⽅・⼀般的な⼿法についての意識を⾼めること
に取り組むことができ、知らず知らずの間に偽情報
を拡散・消費することをある程度まで減らすことが
できる。 
 
偽情報の拡散を減らすことに貢献できる、これらと
同じ種類の仕組み（⺠間パートナー組織の有無に関
わらず積極的な活動）の多くは、その消費を減らす
ことにも貢献することができる。これらには、意識
向上・メディアリテラシー教育・ファクトチェック
の利⽤可能性などに寄与するといった取り組むが含
まれる。表 1 は議論されているさまざまな偽情報対
策の主体による、⽣成・拡散・消費にわたる偽情報
の破壊への貢献の可能性の⼀部をまとめたものであ
る。 
 

 

 
30 Cohen, Raphael S., Nathan Beauchamp-Mustafaga, Joe Cheravitch, 
Alyssa Demus, Scott W. Harold, Jeffrey W. Hornung, Jenny Jun, Michael 
Schwille, Elina Treyger, and Nathan Vest, Combating Foreign Disinformation 
on Social Media: Study Overview and Conclusions. Santa Monica, CA: RAND 
Corporation, 2021.  

⽇本における偽情報の問題 
 
少なくとも私は、⽇本における偽情報が現在どの程
度問題になっているかについて詳しくない。しかし、
将来的には（特に中国からの）偽情報が脅威となる
可能性があることは確かである。2021 年時点におけ
るランド研究所による調査では、⽇本のソーシャル
メディアにおける中国の偽情報の明確な事例は⽐較
的少ないとされている。しかし、これは将来もそう
である可能性は低い。著者は以下のように指摘する。 
「これは動機や機械がないわけではない。⽇本とフ
ィリピンは⽶国の同盟国であり、シンガポールは⽶
軍にとって重要な中継地点である。このため、イン
ド太平洋地域における勢⼒拡⼤を⽬指す中国にとっ
て魅⼒的な標的であり、３カ国すべて、もし中国が
選択すれば、理論的には中国はソーシャルメディア
上での偽情報を通じて利⽤することができる⻲裂を
有している。シンガポールは他⺠族社会であり、フ
ィリピンは経済的・宗教的・⺠族的な分裂を有し、

最近では⽶国との関係も不安定で
ある。結局のところ、中国の偽情
報はその存在よりも不在の⽅がよ
り顕著である」30 
 
これまで⽇本をターゲットにした
中国による偽情報の取り組みの証
拠は限られてきたが、最近のロシ
アによる取り組みは報告されてお
り懸念事項である。市 原 ⿇ ⾐ ⼦
「ロシア・ウクライナ戦争に関す
るロシアの広範な偽情報とプロパ
ガンダは、⽇本における⾔論空間
を混乱させている。この偽情報の
影響は、⽇本では前例がない」と
指摘する31。 
 
このようなロシアの積極的な偽情
報キャンペーンとその報告されて
いる影響は、将来にとって不吉な
兆候である。⼀般的、および、他
国との⽐較の両⾯において、⽇本
は偽情報に対しあまりにも脆弱で
あると⾔える。これには悲観論・
楽観論の双⽅の側⾯がある。 
 

31 Ichihara, Maiko, “How to Tackle Disinformation in Japan: Lessons from 
the Russia-Ukraine War,” in Ryan Hass and Patricia M. Kim (eds) 
Democracy in Asia, Brookings, 2022, pp 36-43. 

表 1 偽情報対策の可能性のあるアプローチの⼀部の要約 
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まず、⽇本は⽐較的に偽情報に強いと考えられる理
由がある。⽇本社会は⺠族的にも⾔語的にも⽐較的
均質であるのに加え、⽇本政治は⼀党優位⽀配の時
代が⻑かったため、他国に⽐べて悪化する社会的・
政治的な分裂がより少ないことが挙げられる。さら
に、欧⽶と⽐較すると⽇本のメディア環境には偏り
が少なく、国⺠からの信頼も厚く、オンラインニュ
ースが従来のニュースより重要だということはない
32。⽇本⼈がオンラインニュースを限定的に使⽤す
ることで、⽇本における偽情報の拡散を抑制できる
可能性がある33。 
 
その⼀⽅で、偽情報に対する⽇本の脆弱性に関して
懸念する理由もある。⽇本の均質性は広く浸透して
いるが、普遍的なものではない。例えば、沖縄には
独⾃の⽂化・料理・⽅⾔がある。そして、沖縄には
今も⽶軍が駐留している。⽂化の違い、⽶軍との時
折の緊張、中国との物理的な近接性などが、偽情報
のための肥沃な⼟壌をより多く作り出している。さ
らに、フリーダム・ハウスが発表したインターネッ
トの⾃由に関する 2022年次報告書によれば，⽇本は
「⾃由」なインターネット国に分類され，インター
ネットアクセスに対する障害はほとんどなく，イン
ターネット上での表現の⾃由に対する保護も整備さ
れている。34⺠主主義や個⼈の⾃由の観点からする
と，このことは良いことであるが，偽情報の潜在的
な宣伝者に⽐較的⾃由な⼿を貸していることになっ
てしまう。偽情報に対する規制に関して，⽇本政府
は，依然として⾮規制的なアプローチを好むため，
偽情報やフェイクニュースに対する⽇本の法律は存
在しない35。 
 
その代わり、⽇本国⺠は偽情報から⾃⾝を守るため、
ファクトチェックに頼ることが期待されている。全
国紙である⽇経・朝⽇・毎⽇・産経や、琉球新報・
沖縄タイムズのような地⽅紙、NHK・⽇本テレ
ビ・中京テレビといった国・地⽅レベルのテレビ局
などの多くのニュースサイトは、すべて何らかのフ
ァクトチェック機能を有している36。しかしながら、

 
32 Ogasahara, M. (2018), Media Environments in the United States, Japan, 
South Korea, and Taiwan. In Kiyohara, S., Maeshima, K., and Owen, D. 
Eds. Internet Election Campaigns in the United States, Japan, South Korea, and 
Taiwan. Springer International Publishing, 79-113. 
33 Ogasahara, M. (2023), this volume. 
34 Shahbaz, Adrian, Allie Funk, and Kian Vesteinsson, 2022. Freedom on the 
Net 2022: Countering an Authoritarian Overhaul of the Internet, Freedom House, 
2022. Available at:  https://freedomhouse.org/report/freedom-
net/2022/countering-authoritarian-overhaul-internet 
35 Japanese Ministry of Internal Affairs and Communications, 2019. 「プラ
ットフォームサービスに関する研究会最終報告書（案）」, as cited in 
Cheng, John W.; Mitomo, Hitoshi; Seo, Youngkyoung; Kamplean, Artima 
(2020): “The lesser evil? Public opinion towards regulating fake news in 
three Asian countries,” ITS Online Event, 14-17 June 2020, International 
Telecommunications Society (ITS), Calgary; Ichihara, Maiko, “How to 
Tackle Disinformation in Japan: Lessons from the Russia-Ukraine War,” in 

これらのファクトチェックはいずれも⼈⼒によるも
ので、スタッフ数も⽐較的少なく、ファクトチェッ
クのウェブサイトを定期的に利⽤している⽇本⼈は
少ないとの調査結果もある37。 
 
⽇本における偽情報対策の選択肢 
 
これらのことを全て考慮すると、⽇本における偽情
報のへの対抗策として、どのような魅⼒的な選択肢
があるのだろうか。政策やアプローチは、脅威・課
題と⽂脈の両⽅に合致する必要がある。また、解決
策は⽂脈に合わせる必要があるが、3 段階の偽情報
モデル（⽣成・拡散・消費）に具現化された問題の
本質を認識し、3 段階の全てを狙った対応要素を含
む必要がある。私は、偽情報に関するいくらかの専
⾨知識を有しているものの、⽇本や⽇本のメディア
環境に関しては専⾨外であり、私の⼀般的な助⾔
（上記の偽情報対策のアプローチを参照のこと）を
受けて、⽇本向けに実現可能な提案を⾏うには、他
の⼈の⽅がより適切な⽴場にあると認識している。
⽇本独⾃の歴史・政府の特徴・⽂化と政治・現在及
び将来起こりうる偽情報の脅威を考慮すると、さま
ざまな可能性のうちどれが⽇本に最も適しているか
を確認するためには、更なる研究が必要であると思
われる。そうであっても、私はいくつかの選択肢を
提⽰し、いくつかの提案を⾏うことを試みる。 
 
まず⽣成に関しては、私の理解では⽇本において、
個⼈や外国の組織によるソーシャルメディア上の偽
情報の発信を妨げるものはほとんど存在しない。た
だし例外として、⽇本にはフェイクニュースを流し
て業務を妨害する、虚偽の事実や公益性のない事実
を主張して他⼈の名誉を傷つける個⼈に対して多く
の法律がある。38しかしながら、これらの法律でど
れだけの起訴された事例があり、どれだけ実効性が
あるのかは分からない。ここで採⽤した偽情報のモ
デルで考えると、そのような訴追は偽情報の拡散や
消費に対して何かをするような時間軸では起こらな

Ryan Hass and Patricia M. Kim (eds) Democracy in Asia, Brookings, 2022, 
pp 36-43. 
36 Ichihara, Maiko, “How to Tackle Disinformation in Japan: Lessons from 
the Russia-Ukraine War,” in Ryan Hass and Patricia M. Kim (eds) 
Democracy in Asia, Brookings, 2022, pp 36-43. 
37 Ichihara, Maiko, “How to Tackle Disinformation in Japan: Lessons from 
the Russia-Ukraine War,” in Ryan Hass and Patricia M. Kim (eds) 
Democracy in Asia, Brookings, 2022, pp 36-43; Cheng, John W.; Mitomo, 
Hitoshi; Seo, Youngkyoung; Kamplean, Artima (2020): “The lesser evil? 
Public opinion towards regulating fake news in three Asian countries,” ITS 
Online Event, 14-17 June 2020, International Telecommunications Society 
(ITS), Calgary. 
38 Kashish Makkar, “A Primer on the Regulation of Fake News in Asia 
Pacific,” 2020, Law Asia. 
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いが、偽情報の⽣成に対する抑⽌⼒としては機能す
るかもしれない。 
 
放送局やジャーナリストには、責任あるジャーナリ
ズムを促進し、放送局による偽情報の⽣成や拡散を
減らすための法律や取り組みがある。これらには放
送局を規制し、番組が事実を歪曲することを防⽌す
る制度を定めた放送法（1950 年）や、放送に質の向
上と放送倫理⽔準の向上を図るために設⽴された⾮
政府組織である放送倫理・番組向上機構が含まれる
39。 
これらの政策はジャーナリストや放送メディアによ
る偽情報の拡散や再拡散を遅らせるものであるが、
オンラインでの個⼈消費者による偽情報の拡散に影
響を与えることを意図したものではない（今後もそ
うであろう）。偽情報の⽣成を減らして抑⽌するた
めに、⽇本ではもっとできることがあるし、⾏動に
移すべきである。これには信憑性に関して実績の乏
しい外国メディアを規制の対象とする規制や、国際
的な偽情報の⽣成を禁⽌する基本的な規制を設け、
それを悪質な⾏為者への制裁や、悪質な⾏為者を公
式に告発したり公表したりする（ネーミング・アン
ド・シェイミング）ために利⽤できるようにするこ
となどが考えられる。 
 
偽情報のモデルにおける拡散段階を考慮すると、⽇
本においていくつかの取り組みがある。⼀つは、ソ
ーシャルメディア企業が⽇本における偽情報の拡散
を最⼩限に抑えることを約束する、⾃主的な⾏動規
範である40。この取り組みの結果は不明瞭ではある
ものの、ソーシャルメディプラットフォームがより
良い活動をするよう促進することができるメカニズ
ムであるため、これには期待できるだろう。また、
⾏動規範の活動の成果を報告することで、偽情報に
対する安全性の評価を得るためにプラットフォーム
が互いに競争し、消費者にとって魅⼒的な状況を作
り出すことができるかもしれない。 
 
⼆つ⽬として、⽇本における官⺠⼀体となったソー
シャルメディア上での偽情報対策が挙げられる41。
この取り組みには多くの側⾯があるが、私の理解で
は⼀つの側⾯として政府関係者や資格のある専⾨家
が議論を呼ぶコンテンツにコメントをする機会を設
け、専⾨家のコメントを議論のトップに「ピン留め」
して、即座にファクトチェックとして機能すること
がある。これにはピン留めされたコメントを偽草の

 
39 Kashish Makkar, “A Primer on the Regulation of Fake News in Asia 
Pacific,” 202b0, Law Asia. 
40 Kyodo, “Japan Plans to Take Steps Against ‘Fake News’ by June,” Japan 
Times, January 14, 2019. 
41 Kashish Makkar, “A Primer on the Regulation of Fake News in Asia 
Pacific,” 2020, Law Asia. 

根運動で葬り去ることができないという利点があり、
また、ファクトチェックを⼀般的な組織の代表では
なく、実際に名前を公表した個⼈と関連づけること
ができる。関係する個⼈が⾃分の信頼を守るように
⾏動すれば、この⽅法はかなり有望であり、拡⼤さ
れるべきである。さらなる段階として、アルゴリズ
ムによって判断された、以前の偽情報と類似した新
規のコンテンツには、以前の専⾨家によるコメント
が⾃動的に関連付けられ、新規の、あるいは繰り返
されるような論争を呼ぶ主張にファクトチェックを
即座に⾏うことができる。 
 
第 3の取り組みは、2022年に出された⽇本の国家安
全保障戦略に⽰されているものだ。政府内に「海外
発の偽情報等の情報を集約・分析し、対外発信を強
化し、⾮政府機関との連携を強化する」新たな組織
を設置する⽅針を表明されている42。 また今後の計
画として、ソーシャルメディア上の偽情報を収集・
分析するためのAI搭載ツールの活⽤や、⺠間専⾨家
との連携により、政府が偽情報を早期にキャッチし
て対抗し、拡散を抑えることができるようにする取
り組みがなされている43。 
 
消費に⽬を向けると、⽇本ではメディアリテラシー
の取り組みが数多く⾏われており、全て賞賛に値す
るものである。しかしながら、メディアリテラシー
のみでは問題の⼗分な解決策にはならない。という
のも、どんなに準備の整った⼈間であっても、惑わ
されやすい（惑わされにくいが、依然として惑わさ
れる）ことには変わりないからである。消費段階で
の保護を増やすために、消費者が晒される偽情報の
量を減らす（⽣成・拡散）、あるいは晒される時点
で警告を提⽰、ファクトチェックをするなどといっ
た取り組みが必要である。 
 
最後に、国内の偽情報への対策は外国の偽情報の対
策とは若⼲異なる課題を有する。⺠主主義国家では、
外国の偽情報に対抗するために準備することは容易
である。政治の外側からの有害の嘘は、政治プロセ
スにおける居場所がない。しかしながら、国内の偽
情報に対処するためにはより微妙なニュアンスとよ
りソフトな接触が必要である。国内の偽情報はある
程度、保護された⾔論の⾃由の⼀部であり、そこに
おいては競合する政党が異なった野⼼的な現実感を
提供する。もし国内の偽情報が遮断されれば、虚偽
から真実を判別するプロセスが政治化されたり、政

42 National Security Strategy of Japan, Provisional English Translation, 
December 2022, Ministry of Foreign Affairs of Japan 
43 Asahina, Hiroshi, “Japan taps AI to defend against fake news in latest 
frontier of war: Updated security strategy calls for stronger response to 
disinformation campaigns,” Nikkei Asia, January 9, 2023. 
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治的に偏向している（真偽はともかく）と⾮難され
たりすることは容易に想像ができる。したがって、
偽情報に対する規制は外国の情報源に向けられると、
より強⼒なものになる。 
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